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略語表 

略語 正式名称 日本語訳 

ADP Access and Delivery Partnership 
新規医療技術のアクセスと提

供に関するパートナーシップ 

AfHWIN Africa Health Well-being Initiative アフリカ健康構想 

AHB Afirica Health Business アフリカ・ヘルス・ビジネス 

AI Artificial Intelligence 人工知能 

CHAG Christian Health Association of Ghana ガーナキリスト教保健協会 

CSO Civil Society Organization 市民社会組織 

CSR Corporate Social Responsibility 企業の社会的責任 

CT Computed Tomography  コンピュータ断層撮影 

EU European Union 欧州連合 

FDA Food and Drug Administration アメリカ食品医薬品局 

FIND Foundation for Innovative New Diagnostics 

革新的で新しい診断のための

財団（2003年に設立されたジュ

ネーブに本部のある非営利組

織。開発途上国におけるマラリ

アやエイズなどの感染症に関

する技術開発と普及のための

支援を行っている。） 

Gavi 
The Global Alliance for Vaccines and 
Immunizations 

ワクチンと予防接種のための

世界同盟 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GHIT 
Fund 

Global Health Innovative Technology Fund 
公益社団法人グローバルヘル

ス技術振興基金 

GHS Ghana Health Service ガーナヘルスサービス 

HIV Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウイルス 

ICT Information and Communication Technology 情報通信技術 

IFC International Finance Corporation 国際金融公社 

IVD In Vitro Diagnostics 体外診断用医薬品 

JBCA Japan Business Council for Africa アフリカビジネス協議会 

JETRO Japan External Trade Organization 
独立行政法人日本貿易振興機

構 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 
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KEMRI Kenya Medical Research Institute ケニア医学研究所 

KOL Key Opinion Leader キー・オピニオン・リーダー 

MoC Memorandum of Cooperation 二国間協力覚書 

MoF Ministry of Finance 財務省 

MoH Ministry of Health 保健省 

NCDs Non-Communicable Diseases 非感染性疾患 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PE Fund Private Equity Fund 
プライベート・エクイティ・フ

ァンド 

PMDA Pharmaceuticals and Medical Devices Agency 
独立行政法人医薬品医療機器

総合機構 

PPP Public-Private Partnership 官民パートナーシップ 

PQ Prequalification 事前認証 

R&D Research and Development 研究開発 

SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 

SEC Smart Eye Camera スマート・アイ・カメラ 

TAF The Ajinomoto Foundation 
公益財団法人味の素ファンデ

ーション 

TICAD 
Tokyo International Conference on African 
Development 

アフリカ開発会議 

UHC Universal Health Coverage 
ユニバーサル・ヘルス・カバレ

ッジ 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

UNFPA United Nations Population Fund 国連人口基金 

UNICEF 
United Nations International Children's 
Emergency Fund 

国連児童基金 

USAID 
United States Agency for International 
Development 

米国国際開発庁 

VC Venture Capital ベンチャー・キャピタル 

WFP World Food Programme 世界食糧計画 

WHO World Health Organization 世界保健機関 
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 本業務概要 

 本業務の背景 
アフリカは豊富な天然資源と急増する人口によって高い経済成長を遂げ、潜在的市場とし

て世界中から注目と期待を集めている。ヘルスケア分野における産業育成においては、基礎

的なインフラの未整備、公衆衛生・農業分野をはじめとする社会環境分野の改善の必要性、

感染症や栄養不良など、早急に対応すべき課題が存在している。 

国際的なイニシアティブでは、持続可能な開発目標（SDGs）の目標 3「あらゆる年齢のす

べての人々の健康な生活を確保し、福祉を推進する」を達成することが掲げられている。SDGs
達成に向け、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の達成がターゲットの一つと掲げ

られており、本目標の達成のために全ての人々が基礎的な保健医療サービスが受けられるこ

との重要性が指摘されている。 

2019 年に日本で開催された TICAD7 において、アジア健康構想の理念・経験を踏まえて

「アフリカ健康構想」を立ち上げ、官民が一体となった取り組みを加速することが安倍総理

大臣（当時）の基調講演において宣言された。「アフリカ健康構想」はアフリカにおける

UHC の推進をより一層積極的に図るとともに、より具体的な貢献を行うべく策定された、

「アフリカ健康構想に向けた基本方針」（令和元年 6 月 20 日健康・医療戦略推進本部決

定）に基づくものである。  

 「アフリカ健康構想」では、「医療・介護」、「ヘルスケアサービス」、「健康な生活を

支えるサービス」を振興し、すそ野の広い富士山型のヘルスケアの実現を目的としている。

また、同構想では、公的セクターなどの取り組みと民間セクターの活性化により、互いに支

え合う好循環の形成を目指している。 
「アフリカ健康構想」の推進に向け、これまで内閣官房健康・医療戦略室は、令和元年度

に『「アフリカ健康構想」に係る民間事業の組成可能性等に関する調査』、令和 2 年度に同

名調査および『「アフリカにおける新規 MoC 締結候補国選定のための基礎調査及びヘルス

ケア分野のビジネスパートナー発掘業務』を実施し、アフリカにおける持続可能なヘルスケ

アの構築を目指し、アフリカ諸国の保健・医療・健康分野に関する事業展開を実施・検討し

ている本邦民間事業者（以下「本邦民間事業者」という。）の後押しをおこなっている。 
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図表 1-1 本業務の背景 

 

 本業務の目的 
本業務は、令和元年度及び 2 年度に実施した調査結果を踏まえ、国内企業のアフリカ諸国

への関心をより一層高め、現地への更なる進出を後押しすることを視野に行うものであり、

具体的な目的は以下である。 

 アフリカ諸国の保健・医療・健康分野に関する事業展開を実施・検討している

本邦民間事業者のアフリカ進出に関する助言や、後述するセミナー、デモイベ

ントなどの各イベントの実施内容に関する助言などを目的に、有識者によるア

ドバイザリーボードを組成する。 

 ヘルスケア分野に係る二国間協力覚書（以下「MoC」という。）に署名してい

るウガンダ、ザンビア、タンザニア、セネガルと、TICAD8 の開催国であるチ

ュニジアに関して、令和 2 年度調査の結果を踏まえて、国内向けに現地情報に

ついて発信を行うオンラインセミナーを実施することで本邦民間事業者のより

積極的なアフリカ進出を促進する。 

 令和元年度調査の現地調査ならびに令和 2 年度調査のヘルスケアビジネスセミ

ナーの実施対象としたガーナおよびケニアについて、民間事業組成に関するフ

ォローアップを行う。 

 令和 2 年度調査の結果を踏まえ、MoC に署名しているウガンダ、ザンビア、

タンザニア、セネガルと、TICAD 8 の開催国であるチュニジアに関し、我が国

と相手国の関係者のネットワークを組成し、民間事業の組成可能性などを探

る。 

 令和 2 年度調査の結果を踏まえ、ヘルスケアに関する MoC に署名しているウ

ガンダ、ザンビア、セネガル、タンザニアと、TICAD 8 の開催国であるチュニ

ジアに関し、我が国と相手国の関係者のネットワークを組成し、民間事業の組

成可能性などを探る。 

アフリカ健康構想の概要

アフリカ健康構想
 医療・介護、ヘルスケアサービス、健康な生活を支えるサービスについ
て、自律的な産業を振興し、アフリカでの裾野の広い富士山型の
ヘルスケア実現を目指している。

 公的セクターによる支援と自立的な民間の産業活動を同時に取り
組むことで、当該国のヘルスケアを充実させるとともに、民間企業活
動の活性化と経済成長を目指す。

出所：「アフリカ健康構想に向けた基本方針」（令和元年6月20日）より作成

人材 製品・サービス 基盤

 医師
 看護師
 メディカルエンジ
ニア

 安全・衛生に関
する人材

 栄養士
 コミュニティヘル
スワーカー

 国内の高度医
療

 効率的な医療

 検診と予防
 健康サービス
 健康な食事・栄
養

 浄水サービス・ト
イレの普及

 ヘルスケア産業
基盤

 社会基盤

 ヘルスケア産業
基盤

医療介護

ヘルスケア
サービス

健康な生活を
支えるサービス

 本業務は、下記の2つの方針に基づいている。

 日本は人間の安全保障の理念に基づき、アフリカにおけるUHCの
推進をより一層積極的に図るとともに、上記の課題に対応したより
具体的な貢献を行うべく、アフリカ健康構想に向けた基本方針
（令和元年6月20日健康・医療戦略推進本部決定）を定めた。

 当該方針に基づき、アフリカ固有の課題を念頭に置いた持続可能
なヘルスケアの構築を目指し、以下の調査を実施した。

業務背景

• UHCの推進を含む保健の取組
TICAD61

TICAD72

• 「アフリカ健康構想」に基づき、官民が一体と
なった取組を加速する

「アフリカ健康構想」に係る
民間事業の組成可能性等
に関する調査」

以下「令和元年度調査」
という

「アフリカ健康構想」に係る
民間事業の組成可能性等
に関する調査」

以下「令和2年度調査」
という

「アフリカにおける新規MOC 
締結候補国選定のための
基礎調査及びヘルスケア分
野のビジネスパートナー発掘
業務」

以下「令和2年度デスク
トップ調査」という

令和元年度 令和2年度 令和2年度
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 アフリカ諸国の UHC 実現に貢献する民間事業に対する支援の在り方およびさ

らなるアフリカ健康構想の推進の方法を探る。 

 

 本業務の概要 
 本業務は主に 4 つの主要項目により構成される。調査の概要は以下である。 

 アフリカヘルスケアビジネスのアドバイザリーボードの設置 
 主に本年度業務で実施をするセミナー、デモなどの各イベントの実施内容につい

て、より専門的観点からの助言を行うことを目的に、産官学や市民社会などの、アフ

リカヘルスケアビジネスに関わる有識者により構成されるアドバイザリーボードを組

成した。 

 MoC 署名国およびチュニジアの保健課題に関する国内向けオンラインセミナーの

開催 
MoC に署名しているウガンダ、ザンビア、タンザニア、セネガル、TICAD 8 の開催 

国であるチュニジアの計 5 か国に関して、現地の保健課題と、実際に現地で事業を展開

している本邦民間事業者から事例についての発表を中心としたセミナーを本邦民間事

業者向けに実施した。相手国それぞれの使用言語別にウガンダ、ザンビア、タンザニア

の 3 か国を対象としたセミナー（以下「国内向けセミナー（英語圏）」という）と、セ

ネガル、チュニジアの 2 か国を対象としたセミナー（以下「国内向けセミナー（仏語

圏）」という）の 2 回に分けて開催した。  

 ヘルスケア分野に係る MoC 署名国およびチュニジアを対象としたオンラインイベ

ント等の開催 
• ガーナおよびケニアの現地関係者向けに、本邦民間事業者の製品・サービスに関す

るオンラインデモイベントを実施した（以下、ガーナ向けは「ガーナデモイベン

ト」、ケニア向けは「ケニアデモイベント」という）。 

• MoC に署名しているウガンダ、ザンビア、タンザニア、セネガルと、TICAD 8 の開

催国であるチュニジアの計 5 か国の現地関係者向けに、本邦民間事業者の製品・サ

ービスの紹介を中心としたオンラインヘルスケアビジネスセミナーを実施した。相

手国それぞれの使用言語別にウガンダ、ザンビア、タンザニアの 3 か国を対象とし

たセミナー（以下「英語圏向けセミナー」という）と、セネガル、チュニジアの 2

か国を対象としたセミナー（以下「仏語圏向けセミナー」という）の 2 回に分けて

開催した。 

 アフリカ UHC 改善ビジネスの支援の在り方に関する仮説、可能性の調査 
 ヘルスケア分野におけるアフリカへの資金の流れについて、ODA、国際機関、民間

セクター、官民連携ファンドなどによる支援や投資の状況を調査した。また、複数の

民間企業へのヒアリングを実施し、アフリカでの事業展開におけるポイントなどの聞

き取りをおこなった。 
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図表 1-2 本年度業務の概要 

 

 

 本業務の実施方針 
本業務は、アフリカ健康構想が立ち上げられた令和元年度調査、令和 2 年度調査に続く 3

年度目の業務であり、今後の TICAD 8 以降を見据えた仕組み作りへ成果をつなげていくこと

が求められている。本業務においてはヘルスケア WG を通した本邦民間事業者との連携に加

え、相手国政府や、相手国における日本国大使館、JICA や JETRO などの現地事務所、国際

機関など多様な関係者との効果的な連携を図りながら、TICAD8 を見据えたモデルケースと

なりうる事業の後押しを行った。なお、本業務全体のスケジュールは図表 1-3 のとおりであ

る。 

図表 1-3 全体スケジュール 

  

民間事業者と現地ステークホルダーとの
ネットワーク構築支援

アフリカUHC改善ビジネスの
支援の在り方に関する仮説、

可能性の調査1 2
 現地の実情に精通したメン
バーで構成し、アフリカ進出を
実施・検討している民間企
業や本業務で行う各イベン
トに対し助言を行う

 ガーナ、ケニアを対象として民
間企業の製品・サービスのデモ
イベントを行い、実際の導入
への訴求や意見交換を行う

アドバイザリーボードの設置 調査・ヒアリング・分析

本業務

国内向けセミナーの開催

デモイベントの実施
相手国向けセミナーの開催

 ウガンダ、ザンビア、タンザニア、セ
ネガル、チュニジアの保健課題等
についてセミナーを実施し、民間企
業のアフリカ進出を促進する

 ウガンダ、ザンビア、タンザニア、セネガ
ル、チュニジアの関係者向けに、有識
者による啓発と民間企業の製品やサー
ビスに関する紹介を行い、ネットワーク
構築の一助とし、民間事業の可能性
を検討する

 企業がCSR 活動の一環として寄
付活動を行う際の拠出先機関の情
報やその寄付金を原資とした取組
の内容について調査する

 民間事業のアフリカ進出を支援して
いる事例の調査を通じ、アフリカ健
康構想を推進するためのポイントを
整理する

 有識者へのヒアリングを行い、民間
企業へのより有用な支援スキームの
仮説及び実現可能性について検討
する

2021年 2022年
10月 11月 12月 1月 2月 3月

⑴民間事業者と現地ステークホルダーのネットワーク構築支援業務

① アフリカヘルスケアビジネスの
アドバイザリーボードの設置

② 覚書締結国等の保健課題に関する
国内向けオンラインセミナーの開催

③ ガーナ、ケニアを対象とする
オンラインデモイベントの開催

④ 覚書締結国及びチュニジアとの
オンラインヘルスケアビジネスセミナーの開催

⑵アフリカUHC改善ビジネスの支援の在り方に関する仮説、可能性の調査

① CSRと事業の連動の分析

② 資金的支援の在り方の分析

③ より有用な実現方法の検討

業務全体スケジュール案

ケニアデモイベント

●
定期的な会合の実施

国内向けセミナー
（英語圏）

ガーナデモイベント

● ● ●

英語圏向け
セミナー

国内向けセミナー
（仏語圏）

仏語圏向け
セミナー
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 民間事業者と現地ステークホルダーとのネットワーク構築

支援業務 

 アフリカヘルスケアビジネスのアドバイザリーボードの設置 
 

図表 2-1 アドバイザリーボードの位置づけ 

 

 

2.1.1 アドバイザリーボード設置の目的 
 1.3 のとおり、本業務においては、国内向けセミナー（英語圏、仏語圏）、デモイベント

（ケニア、ガーナ）、英語圏および仏語圏向けセミナーの計 6 イベントを開催した。各イベ

ントの開催において、企画内容などに対し有識者より助言を行うこと、また、本邦民間事業

者に対しアフリカ進出に関する助言を行うことを目的にアドバイザリーボードを設置した。 

アドバイザーについては、産官学や市民社会などから、様々な専門分野を有し、アフリカ

の各地域に精通する有識者を候補とし、内閣官房健康・医療戦略室と協議し、8 名を選定し

た。 

ケニア

ガーナ

ウガンダ

セネガル

タンザニア

ザンビア

初
期
取
組
国

TICAD8
開催国

国内セミナー
（英語圏）

ガーナデモイベント

英語圏向け
セミナー

チュニジア

助言

アドバイザリーボード

計4回アドバイザリーボード会合を実施：
2021年11月～2022年2月

M
O
C
署
名
国

国内セミナー
（仏語圏）

仏語圏向け
セミナー

ケニアデモイベント
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図表 2-2 アドバイザー一覧 

 
 

 本業務期間中、アドバイザーとの意見交換の場として、アドバイザリーボード会合を計 4

回開催した。各会合のアジェンダおよび意見交換内容については、2.1.2～2.1.5 に記述のとお

り。 

 なお、アドバイザリーボード会合および各イベントにおいては、アドバイザーに対し多様

な立場または観点からの自由な意見を求めたため、各人の発言内容には個人の主観が含まれ

ている。 

2.1.2 第 1 回アドバイザリーボード会合 

 概要 
【日時】2021年 11月 1日（月）17時～19時 

【場所】オンライン（対面：トーマツ会議室） 

【参加メンバー】 

・アドバイザー8名 ※オンライン 

・事務局（内閣官房、アフリカビジネス協議会、トーマツ） ※対面 

【アジェンダ】 

① アドバイザリーボードの活動方針 

② 国内向けセミナー（英語圏、仏語圏） 

③ デモイベント（ケニア、ガーナ） 

 

 意見交換 
 アジェンダ①～③に従い、意見交換を行った。 

氏名
所属

組織 部門 役職

伊藤 賢一 JICA 人間開発部 次長／
保健第一グループ長

武居 光雄 諏訪の杜病院 （Forest Japan Medical Centre) 理事長／院長

杉下 智彦 東京女子医科大学 医学部
国際環境・熱帯医学講座 教授／基幹分野長

金子 聰 長崎大学 熱帯医学研究所 教授／ケニア事務所長

青木 恒憲 長崎大学 熱帯医学・グローバルヘルス研究科／
グローバル連携機構 教授／JICAより出向

重宗 之雄 味の素ファンデーション ー 理事

上杉 高志 味の素ファンデーション ー 事務局長

高橋 裕典 味の素ファンデーション ガーナ事務所 所長
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 国内向けセミナー（英語圏、仏語圏）およびオンラインデモイベント（ケニア、ガーナ）

に関しては、主にプログラム構成、イベント内容、周知すべき機関などに関し、相手国のニ

ーズ、各国事情に応じたイベント設計を行う必要性などについて助言を得た。 

 

① アドバイザリーボードの活動方針 

アドバイザリーボードの活動方針について協議し、以下のとおり合意した。 

• 本事業で実施する各種イベント（国内向けセミナー（英語圏、仏語圏）、英語圏およ

び仏語圏向けセミナー、デモイベント（ケニア、ガーナ））の運営やテーマ設定に対

する助言を行うこと 

• ウガンダ、ザンビア、タンザニア、セネガル（MoC 署名国）およびチュニジア（TICAD8

の開催国）と我が国の民間事業の形成を見据えたネットワーキングへの助言を行う

こと 

• アフリカ諸国の UHC 実現に貢献する民間事業に対する国の後押しの在り方、および

更なるアフリカ健康構想の推進の方法について助言を行うこと 

 

② 国内向け（英語圏、仏語圏）セミナー 

国内向けセミナー（英語圏、仏語圏）に関し、議題案、登壇予定者、スケジュールな

どにかかる議論を行った。アドバイザーからの主な意見は、以下のとおり。 

 

 プログラムの構成について 

 輸入、規制、潮流、税制、ビジネスのしやすさなど、現実的に相手国に展開する際に必

要な情報も発信することを検討してはどうか。例えば、ガーナでの一般的な法人税率は

25%1と低くはないため、進出を目指す企業にとっては留意が必要である。 

 セミナーはこれまでの一連の調査事業の積み上げの上にあるものと理解する。これまで

の調査で分かっていること、分かっていないことをあらかじめ紹介する時間を設けるべ

きである。発表の後には、その後企業がアクションを取れるようにビジネス環境として

使える仕組みや機能を紹介する構成が良いのではないか。 

 

 セミナーの内容について 

 これまで成功している事業は、必ず現地のニーズに沿っている。単なる日本製品・サー

ビスの紹介ではなく、相手国の欲していることや実現したいことに耳を傾けるべきであ

る。 

 

 アンケート項目・質疑応答について 

                                                        
1 JETRO（https://www.jetro.go.jp/world/africa/gh/invest_04.html） 
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 民間企業としては、ニーズの有無がわからないと、製品提供の検討もできない。実際に

現地で事業展開をしている方の問題意識は大事な情報となる。JICA のネットワークや情

報量など、現地に根付いた方の情報は有用である。 

 現地のニーズを踏まえ、次のアクションにつながるような質疑応答を行いたい。事後ア

ンケートも参照し、現地に向け提案内容をよりニーズに合わせるような流れにしていき

たい。 

 

 その他留意点 

 まずは、セミナー参加者に、対象各国への関心を持ってもらうことが重要である。また、 

現地ネットワークに入り込み、現地の方と人脈をつくっていくことが必要。 

 現地にニーズはあるが、日本式に考えてもうまくいかず時間もかかる。異なる強みや視

点を持った日本企業同士または日本企業と現地企業がコンソーシアムを組む方法なども

考えられる。 

 （突然異国からやってきた）“黒船”ではないという説明が重要である。公益財団法人味

の素ファンデーション（TAF）が参画している、日本と国連 WFP のガーナにおける健康

と栄養の改善のための官民パートナーシップも、同国における JICA の母子保健分野の

取り組みの延長線との位置づけとして相手国に受け入れられた。 

 事業の取り組み方は、地方と都市部でニーズを分けて考えることも重要である。 

 

③ デモイベント（ケニア、ガーナ） 

実施方法およびスケジュールについて協議を行った。アドバイザーからの主な意見は

以下のとおり。 

 

 デモ実施協力先について（病院など） 

 TAF 事業においては、JICA がガーナにおいて取り組んでいた母子保健をテーマにしてい

たこともあり、プライマリーヘルスの底上げを念頭に置いていた。一方で、TAF がガー

ナ事業において連携するシスメックス社は、マラリア（一次～二次レベルの病院）がタ

ーゲットであり、特に民間病院にネットワークを有していることから、連携によりシナ

ジーが生まれた。ガーナの場合、パブリックヘルスおよび高次病院の両方を念頭にイベ

ントを検討するべきである。 

 都市部と地方部で病院事情は異なる。ケニアの場合、ナイロビカウンティ以外には大き

な病院はない。個人病院はあるが非常に小さい。事業展開の後押しという観点では、大

病院向けなど対象を絞り込んでも良いかもしれない。 

 建付けが違うと、マッチングがずれて関心も失ってしまうため、国ごとの戦略立てに賛

成する。歴史的には、ケニアは米国型医療を目指している。ケニアやナイジェリア政府

は民間競争を歓迎しており、民間主導による医療体制を構築してきた。一方、ガーナや
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ザンビアは、英国型医療を目指し、公的資金をパブリックヘルスに投入してきている反

面、民間病院が十分に育っていないとの見方もある。そのような違いからすると、ケニ

アは民間、ガーナは公的機関およびドナーを対象としていく戦略が合っている。 

 

 広報すべき機関について 

 政府系機関や病院のみならず、（国際機関や各国支援機関等の）ドナーや CSO（市民社

会組織）なども聞き手になるだろう。また、現地インフォメーションハブ、イノベーシ

ョンハブ、ヘルスイノベーションセンターなどと日本企業が協業することも考えられる。 

 

 その他留意点（周知タイミング、認証・規制など） 

 現地でデモを行う場合は、実施する場所と説明する製品との整合性に留意が必要と考え

る。 

 ビジネス環境整備の点において、経済・貿易関連省庁も現地向けセミナーに招待し、日

本の活動を周知することも一案である。 

 

2.1.3 第 2 回アドバイザリーボード会合 

 概要 
【日時】2021年 12月 14日（月）17時～19時 

【場所】オンライン（対面：シティラボ東京会議室） 

【参加メンバー】 

・アドバイザー8名 ※オンライン 

・事務局（内閣官房、アフリカビジネス協議会、トーマツ） ※対面 

【アジェンダ】 

① 国内向けセミナー（英語圏、仏語圏）の振り返り 

② デモイベント（ケニア、ガーナ） 

③ 英語圏向けセミナー、仏語圏向けセミナー 

 

 意見交換 
 アジェンダ①～③に従い、意見交換を行った。 

国内向けセミナー（英語圏、仏語圏）に関しては、主に事後アンケートで得られた参加者

からのコメントに対するフォローアップについて議論を行った。また、デモイベント（ケニ

ア、ガーナ）および英語圏向けセミナーおよび仏語圏向けセミナーに関しては、主にプログ

ラム構成、イベント内容、周知すべき機関などに関し議論があり、特にデモイベントについ

ては、動画などを用いて企業発表の工夫を行うこと、また、ガーナデモイベントに関しては

国際機関への案内などについて助言を得た。 
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① 国内向け（英語圏、仏語圏）セミナーの振り返り 

国内向けセミナー（英語圏、仏語圏）に関して、事後アンケートの結果を基に振り返り

および今後の対応にかかる議論を行った。アドバイザーからの主な意見は、以下のとお

り。 

 

 医療法人との連携について 

 医療法人を民間連携の枠組みに入れる事は可能だが、医療法人では直接の海外展開が出

来ないため、海外展開には別法人を設立する必要がある。 

 技術面は医療従事者が担当し、新しい製品の普及に関しては企業が担当するような連携

の可能性が考えられる。 

 多くの企業は、近年では職能団体や技能団体を招いた勉強会を行っている。熱意ある企

業の吸い上げ方が今後の課題になるだろう。 

 国内セミナーの際にコメントのあった企業は、JICA 民間連携事業部と何かしら関わりの

ある企業ばかりである。他の企業の巻き込み方など、次のステップを掘り下げた方が良

い。 

 JICA などの関係者には、医療法人と関わりのある理学療法士などが多数いる。JICA のネ

ットワークを活用しながら医療法人との連携にかかるニーズを吸い上げると良いだろう。 

 

② デモイベント（ケニア、ガーナ） 

デモイベント（ケニア、ガーナ）に関し、実施方法にかかる議論を行った。アドバイザ

ーからの主な意見は、以下のとおり。 

 

 登壇企業の候補について 

 現地関係者が実際に製品を見なければ導入は決まらないため、製品ビデオなどの用意が

できる企業に発表を打診するのがよいだろう。 

 

 広報すべき機関について 

 ガーナデモイベントにおいては、UNDP、WFP、UNICEF、世界銀行（IFC）、その他開発

パートナーに案内してはどうか。国際機関の担当者は、民間企業と密に連携している。 

 

③ 英語圏向けセミナー、仏語圏向けセミナー 

英語圏向けセミナーおよび仏語圏向けセミナーに関し、プログラム案などにかかる議

論を行った。アドバイザーからの主な意見は、以下のとおり。 

 

 プログラム案について 
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 （イベントにおいて日本側の有識者が相手国の課題について言及し助言を行いつつ、企

業から製品・サービスの紹介を行うという案に対して）相手国関係者に高圧的に受け取

られてしまう懸念がある。例えば日本の技術力や医療水準について紹介する映像を流し、

日本に対する関心を引いた後に、各企業の製品紹介に入った方が参加者にとって聞きや

すいのではないか。 

 

2.1.4 第 3 回アドバイザリーボード会合 

 概要 
【日時】2022年 1月 17日（月）17時～19時 

【場所】オンライン（対面：トーマツ会議室） 

【参加メンバー】 

・アドバイザー8名 ※オンライン 

・事務局（内閣官房、アフリカビジネス協議会、トーマツ） ※対面 

【アジェンダ】 

① ケニアデモイベント 

② ガーナデモイベント 

③ 英語圏向けセミナー、仏語圏向けセミナー 

 

 意見交換 
 アジェンダ①～③に従い、意見交換を行った。 

デモイベントに関しては、主にケニアデモイベントにおける企業からの発表内容、ファシ

リテーションなどについて議論を行った。また、ガーナデモイベントについて、公的機関の

巻き込みが重要であり、現地政府機関などの登壇が望ましい旨助言を得た。さらに、英語圏

向けセミナーおよび仏語圏向けセミナーについて、セミナーの目的、意義について議論し、

ビジネスに結び付けることの重要性などについて助言を得た。 

 

① ケニアデモイベント 

ケニアデモイベントの議題案、登壇企業、ファシリテーションなどについて協議した。

アドバイザーからの主な意見は、以下のとおり。 

 

 イベントの内容について 

 診断にかかる製品・サービスが主な発表内容候補となっているが、「治療」も今後展開

されることに言及したほうが良い。また、発表の際には、製品の使いやすさについて、

AI のサポート有無、人材育成などについても言及すると良い。 
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 ケニアでは、そもそも診断の正確性に関する問題が大きい。欧州や中国、インドなどア

ジア諸国から導入されている診断機器が使用されているが、一部の機器の精度が低いこ

とが診断の精度に影響を与えていると思われる。今回は正確な日本製機器による正確な

診断を提案し、次年度以降のステップで「治療」にフォーカスするのはどうか。 

 

 広報すべき機関について 

 現地法人を有していない日本企業も多いため、パートナーとなりうる現地企業にも周知

した方がよい。 

 

 その他 

 ケニア商談会では視聴者への機器の割引やプレゼントを盛り込むこともあり、こういっ

た視聴者を引き付けるための工夫もあるとよい。 

 

② ガーナデモイベント 

ガーナデモイベントに関し、議題案などにかかる議論を行った。アドバイザーからの主

な意見は、以下のとおり。 

 

 

 イベントの内容について 

 ケニアとガーナのビジネス環境は異なる。ケニアと違い、公的機関が顧客の中心と考え

れば、ODA・公的事業の活用の重要性、公的機関を通じて購入する国際機関が顧客であ

る、ということに留意したファシリテーションおよび発表内容にした方がよい。 

 Patrick Aboagye 氏（現 GHS DG）は、政府の意向や政策に通じており、ガーナの医療政

策に詳しいと思われる。ガーナでは、新たな試みは政策を入念に作ってから実施に移す

のではなく、一つのディストリクト（群）レベルで試してから、国全体としての実施、

政策の策定に移していく方法が主流である。まずは小さく取り掛かることが大事という

ことが分かると良い。 

 

 その他 

 イベント冒頭で、アフリカ健康構想の実績（国際連携無償資金協力の実現）にかかるお

礼、ガーナ側政策（Agenda1112）、今後の日本側への期待（日本政府、日本の民間企業の

                                                        
2 “Agenda111”は、2020 年 4 月にナナ・アクフォ＝アド大統領と保健省や財務省などが参画する Project 

Coordinating Committee によって構想された、ガーナ国内のすべての地区と地域の国民に質の高い医療サ

ービスを提供を目指す病院インフラストラクチャープロジェクトである。このプロジェクトでは、111
におよぶ地区病院（District Hospital）や州病院（Region Hospital）、クマシやタマレ、アクラなどの都市

部の病院の建設または再開発が進めてられており、ガーナ独立以来の国内最大のヘルスケア基盤への投

資となる。（参考）Agenda111 ウェブサイト https://agenda111gh.com/ 
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積極的な関与）、ガーナ側もアフリカ健康構想に関与することの明示（本日のガーナ側

参加者への期待）などを GHS の Director General（DG）などにしてもらうと、ガーナ側

参加者の意識が高まると思われる。 

 

③ 英語圏向けセミナー 

英語圏向けセミナーに関し、議題案、登壇予定者、スケジュールなどにかかる議論を行

った。アドバイザーからの主な意見は、以下のとおり。 

 

 セミナーの内容について 

 3 か国（ウガンダ、ザンビア、タンザニア）の GDP はそれほど大きくないため、どのよ

うにビジネスモデルを検討しているのか、進出企業に伺いたい。アフリカに進出するメ

リットなどの発表もあれば有益。 

 今回のイベントの目的は、あくまでビジネスチャンスを作る事であると明示して欲しい。

事業当初はボランティアの要素があっても良いが最終的にはビジネスに繋げないと持続

的でない。ウガンダ・タンザニア・ケニア 3 か国の医師は連携していることが多いので、

情報収集のきっかけづくりにするのがよい。 

 

2.1.5 第 4 回アドバイザリーボード会合 

 概要 
【日時】2022年 2月 7日（月）17時～19時 

【場所】オンライン（対面：トーマツ会議室） 

【参加メンバー】 

・アドバイザー8名 ※オンライン 

・事務局（内閣官房、アフリカビジネス協議会、トーマツ） ※対面 

【アジェンダ】 

① ケニアデモイベントの振り返り 

② 英語圏向けセミナー 

③ ガーナデモイベント 

 

 意見交換 
 アジェンダ①～③に従い、意見交換を行った。 

ケニアデモイベントに関しては、企業からの発表の振り返り、フォローアップなどについ

て議論を行った。また、英語圏向けセミナーに関し、3 か国のコメンテーターからビジネス展

開方法にについてコメントを求めるなどの助言を得た。加えて、ガーナデモイベントに関し、

主要機関への周知方法、現地政府機関などの挨拶内容などについて助言を得た。 
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① ケニアデモイベントの振り返り 

2022 年 1 月 28 日に行われたケニアデモイベントの振り返りを行い、以下のとおり意見

が出された。 

 

 フォローアップに関して 

 登壇者・参加者は日本側が多く、現地側との接点が得られたかは疑問である。AHB がモ

デレーターを担当したことで、現地側の反応がわかりづらかったので、フォローアップ

体制を明確にする必要がある。 

 

 

② 英語圏向けセミナー 

英語圏向けセミナーの開催に向けた、アドバイザーからの主な意見は、以下のとおり。 

 

 ウガンダ・ザンビア・タンザニアからのコメンテーターについて 

 コメンテーターに、ビジネスの展開方法やドナーへのアクションを尋ねてはどうか。3 か

国はドナーがいるため資金力は大きい可能性がある。タンザニアには Pharm Access 

Foundation のような保健 NGO、ザンビアには USAID、ウガンダは英国系のドナーが多

く、国際調達も各国で異なるため、重要なフォーカルポイントについての情報があると

良い。 

 3 か国は事情が異なるので共通認識のポイントがあるかは疑問である。官民双方からコ

メントを得ることに留意する必要がある。各国の優先事項については、傷病のニーズや

ソリューションは共通だと感じるが、各国の保険制度や官民の資金力が異なると感じる。 

 USAID は資金を柔軟に提供してくれる場合もあるため、ザンビアからのコメンテーター

にはドナーへのアプローチ方法をぜひお聞きしたい。あらかじめ国際機関（クリントン

財団やヘッジファンドが拠出する子ども支援の財団など）を調べてお伺いしてもよい。 

 

③ ガーナデモイベント 

イベントのコンセプトや呼びかけ機関などについて協議を行った。アドバイザーから

の主な意見は以下のとおり。 

 

 イベントのコンセプトについて 

 ガーナのヘルスケアにおける初期需要は政府であることが多い。ビジネス展開の方法と

して政府と密に事業に取り組むことに違和感はない。 
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 ガーナにおいて、MoC 署名以降、相手国に寄与する日本の事業が展開していることはア

ピールになる。また、民間企業が個社で事業展開するのは難しいと感じることも多いの

で、他社と連携することで展開しやすくなることを伝えたらよい。 

 

 広報すべき機関について 

 ガーナのドナー会議を活用すれば、国際機関や Jhpiego、SANFORD、CHAG などの NGO

への呼びかけが可能。在ガーナ日本大使館および JICA ガーナ事務所も参画しており、在

ガーナ日本大使館経由では全分野の担当者、JICA ガーナ事務所経由では保健分野担当に

アプローチすることが可能だと思われる。 

 

 野口記念医学研究所について 

 野口記念医学研究所は、日本企業（シスメックス社）との連携が実現したカウンターパ

ートである。参入障壁となり得る FDA 認証については、同研究所が関与することで円滑

に取得できることが期待されるため、日本企業への良いアピールとなる。また、前任の

所長は、ガーナを西アフリカの遠隔医療の拠点にすることを目指していた。 

 野口記念医学研究所はガーナ最高峰の感染症研究所で、シスメックス社の臨床検査機器

が活用されており、所長の協力により別の病院にも同社の検査機器が活用されている。

さらに、野口記念医学研究所では高額で高度な研究機材が求められている。また、JICA

の無償資金協力により高度なラボが建設されており、大型の高度研究設備が導入されて

いる。これが契機となり日本製機器の需要が高まるのは良い。 

 野口記念医学研究所はあくまで研究機関なので、診断機器よりも研究機材に需要があり、

日本製の研究用機器などの導入を目指すのがよい。各国から当該研究所に赴任している

医師・関係者に使っていただき宣伝するための機材を設置するのもよい。 

 

 ガーナ保健省（MoH）と Ghana Health Service（GHS）へのスピーチ依頼について 

 MoH は政策立案担当、GHS は政策実施担当であり、案件形成は通常 GHS、最終的な案

件の承諾は MoH が行う。MoH の担当者は実務に詳しくないことが多い。ガーナの公共

事業である Agenda111 については、実施にまで至っていない可能性もあるので、MoH も

しくは GHS DG に確認した方がよい。 

 ガーナデモイベントに GHS の実務担当官の参加を促すためにも、GHS DG に最後の

Keynote Speech を依頼するのが適切。 

 

 覚書署名国およびチュニジアの保健課題に関する日本企業向けオンライン

セミナーの開催 
 2019 年に MoC に署名しているウガンダ、ザンビア、タンザニア、セネガル、および TICAD8
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開催国であるチュニジアについて、現地の保健課題や、現地で事業を展開する日本企業から

の発信を通じて、日本企業の更なる事業展開の一助とすることを目的に、日本企業向けのオ

ンラインセミナーを実施した。セミナー開催にあたっては、便宜上、対象国の使用言語別に

ウガンダ、ザンビア、タンザニアの 3 か国を対象とした国内向けセミナー（英語圏）と、セ

ネガル、チュニジアの 2 か国を対象とした国内向けセミナー（仏語圏）の 2 回に分けて実施

した。なお、セミナーは、国内外における新型コロナウイルス感染症流行の状況を鑑み、オ

ンライン形式（Zoom ウェビナー）で開催した。 

2.2.1 ウガンダ、ザンビア、タンザニアに関するオンラインセミナー 
 2021 年 11 月 29 日（月）に、ウガンダ、ザンビア、タンザニアの 3 か国について国内向け

セミナー（英語圏）を開催した。参加者総数は 200 名であり、そのうちヘルスケア関連企業

が最も多く 64 名（約 32％）、次いで開発コンサル/コンサル企業 27 名（約 14％）、国内公的

機関 24 名（約 12％）であった。 

また参加者のうち半数以上の 116 名（約 58％）が事前のアンケートにて、アフリカへの事

業展開について「既に展開している」と回答しており、アフリカへの事業展開をさらに進め

る上でヒントとなるような現地事情、保健医療課題や市場の現状、現地で実際に事業活動を

おこなっている企業が感じている課題感や工夫に多くの関心が寄せられた。 

参加者への事前アンケートの詳細は下図のとおりである。 

 

図表 2-3 国内セミナー（英語圏）参加者属性と事前アンケート結果 

  
 

 当日のプログラムは以下のとおりである。 

 

2 「アフリカ健康構想」に係る民間事業者と現地ステークホルダーとのネットワーク構築支援業務

64件

27件

24件

18件

17件

10件

8件

7件
3件 22件

ヘルスケア関連企業
開発コンサル/コンサル企業
国内公的機関
製造
医療機関/医療団体
通信
教育機関
商社
国際機関
その他

46件

116件

38件

検討中である

展開中である

予定していない

参加者属性 アフリカでの事業展開について

セミナーで知りたいこと（事前アンケート・回答の一部を抜粋）
日本企業、JICA、日本政府等の活動状況と課題
アフリカ域内共通で活用できるファシリティの有無やその利用方
法について

現地の医療機器調達状況
手洗い用、飲料水を含めた水供給と衛生
水事情に関連したニーズ
保健医療の状況、課題、対策
事業を通して感じた現地の最新の現状と課題
医薬品製造業の状況

アフリカの健康、医療に関する現状と今後の見通し
現地事情
ヘルスケア市場の現状
デジタルヘルス関連の動向
ザンビアの健康構想、感染症対策
現地での事業化に関わる（方針、規制等）最新情報

※複数の方から同様のご回答があったものに関しては緑色で記載

参加者総数 200名
参加者総数 200名
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図表 2-4 国内向けセミナー（英語圏）プログラム 

 
 

 対象 3 か国について、データから見た各国の保健・医療の状況を事務局から共有した後、

各国の保健医療課題と日本企業の進出事例の紹介という二本柱で、計 6 機関から発表をおこ

なった。それぞれの発表内容の詳細については、以下のとおりである。 

 

1. ウガンダ 

① データから見た保健医療の状況 

 保健支出に関しては、ドナーによる保健分野の支援に依存している傾向にある、

また、医療従事者が比較的多い一方で、国民皆保険は本格的に始動しておらず、

保健施設も他国に比べて少ない上、地域格差も大きいとの課題がある旨説明があ

った。 

 また、死亡率や疾病負荷の高いマラリアや HIV は減少傾向にあるものの、結核

については横ばいの状況が続いているほか、50 歳以上の年齢層では非感染性疾患

の増加が目立つという特徴がある旨、説明がなされた。 

 

図表 2-5 ウガンダの保健医療の状況 
 

プログラム内容 登壇者

１．開会の挨拶 内閣官房健康・医療戦略室次長西村秀隆様

２．対象各国の概要 事務局

３．対象各国の保健医療課題及び日本企業の進出事例紹介
ー タンザニアの保健医療課題 JICAタンザニア事務所次長松山哲様、青木優様

ー タンザニアへの日本企業の進出事例紹介 キャスタリア株式会社代表取締役山脇智志様

ー ウガンダの保健医療課題 JICAウガンダ事務所所長内山貴之様

ー ウガンダへの日本企業の進出事例紹介 サラヤ株式会社
海外事業本部アフリカビジネス開発室 室長 北條健生様

ー ザンビアの保健医療課題 北海道大学人獣共通感染症研究所長/教授
鈴木定彦様

ー ザンビアへの日本企業の進出事例紹介 FUJIFILM Middle East FZE（富士フイルム株式会社）
Modality sales & Marketing Manager 中川稜介様

４．意見交換 各ご発表者、アドバイザリーボード

５．閉会の挨拶 アフリカビジネス協議会羽田裕様
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② 現地目線での保健・医療に関する課題（登壇者：JICA ウガンダ事務所） 

 特に母子保健の医療水準の低さ、医師をはじめとする保健医療人材の不足が課

題として挙げられた。モバイルエコノミーの普及度の高さから保健分野に関して

も ICT を活用した保健課題解決に取り組む現地のスタートアップ企業（モバイル

の超音波検査診断装置（エコー）を販売・レンタルを行う Mobile Scan Solutions（M-

SCAN）、モバイルマネー3で保険を提供する「ClinicPesa」、助産婦を在宅に派遣

し訪問診療を受けられるアプリを提供する「Teheca」、病院の情報管理システム

を提供する「ClinicMaster」、安価で環境に優しい生理用ナプキンを提供する

「EcoSmart Uganda」など）の事例紹介がなされた。 

 

③ 日本企業の進出事例（登壇者：サラヤ株式会社） 

 ウガンダ保健省や UNICEF とも協力し、ウガンダにおいて 2011 年に Saraya East 

Africa Co. Ltd.を設立し、アルコール消毒剤・手指消毒剤の現地製造・販売をおこ

なっているサラヤ株式会社から、事業紹介やウガンダをはじめとする東アフリカ

事業開発における工夫について説明がなされた。特に、公的支援の活用や教育を

先行して行うビジネスモデルについて言及された。また UNICEF による「National 

Hand Washing Campaign」との連携、アカデミアや現地のスタートアップとの連携

についても説明がなされた。 

 

                                                        
3 「モバイルマネー」とは、携帯電話やスマートフォンを用い、電子データのやりとりにより決済を行う決

済サービスのことである。 
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181
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区別 施設数 カバー人口

National Referral 
Hospital 2 千万人

Regional Referral 
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Referral Hospital 3 百万人

General Hospital 163 50万人

出展：National Health Facility Master List

Health Centreのレベルとカバー人口：
レベルⅡ（5,000人）
レベルⅢ（20,000人）
レベルⅣ（100,000人）

保健施設数
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2. ザンビア 

① データから見る保健・医療の状況 

 政府主導の医療制度が構築されているため医療費は拡充傾向にあること、人口

比でみると保健施設の数や医療従事者の数は比較的多い状況であることが述べら

れた。 

 また、疾病負荷について、マラリア、HIV、結核は増加の見られる年代層もある

など依然として大きな課題であるほか、14-49 歳の年代層において非感染性疾患

の拡大が見られる旨、説明がなされた。 

 

図表 2-6 ザンビアの保健医療の状況 

 
 

② 現地目線での保健・医療に関する課題（登壇者：北海道大学人獣共通感染症国際

共同研究所所長の鈴木定彦教授） 

 ザンビアの感染症の流行状況および正しい診断の必要性（熱性疾患であればマ

ラリアが疑われることが多く、実際の感染者数と異なる可能性があるなど）、現

地保健省との連携について説明がなされた。 

 

③ 日本企業の進出事例（登壇者：富士フイルム株式会社） 

 現地の代理店を活用しザンビアでX線診断機機器などの販売を行っている富士

フイルムより、事業において当初感じた課題（病院などのエンドユーザーとの関

係構築、採算性、言語と文化の違い、医療施設数の少なさなど）や実際におこな

ザンビア保健医療の状況
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保健施設 数 カバー人口 備考
Tertiary 
Hospital 6 80万人以上 3つがルサカ（2733床）、3つが

カッパーベルト（1680床）
Secondary 
Hospital 19 20-80万人 General Hospitalの位置付け

Primary 
Hospital 85 2-8万人 District Hospitalの位置付け

Health Centre 1,540 1-5万人 地方1万人、都市部3-5万人
Health Post 307 1000-7000人 5km間隔程度で設置
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っている工夫（現地人材を活用することでエンドユーザーとの言語や文化の壁を

解消するなど）や医療機器を操作する人材が不足しているという課題に対し、ド

バイのトレーニングセンターを通じて医療従事者や代理店のトレーニングをおこ

なっている事例などが紹介された。参加者からは、遠隔地域への機器輸送の際の

故障への対策について質問がなされ、代理店を活用したアフターサービスに重点

的に取り組んでいる旨、回答がなされた。 

 

3. タンザニア 

① データから見る保健・医療の状況 

 保健分野について民間の関与が少ない構造であること、政府主導の保健医療体

制が構築されていることから他国に比べると保健施設は多い（首都ダルエスサラ

ームなどに集中）が医療従事者は少ないことが説明された。 

 また、疾病負荷の高い HIV は減少傾向にあるが乳幼児の主要疾患の減少は少な

いままであることに加え、50 歳以上の年齢層では非感染性疾患の増加が目立って

いるとの説明がなされた。 

 

図表 2-7 タンザニアの保健医療の状況 

  
 

② 現地目線での保健・医療に関する課題（登壇者：JICA タンザニア事務所） 

 タンザニアにおける保健課題に関して母子保健が優先順位の高い分野であるこ

と、深刻な保健人材の不足、リファラル・システムの脆弱さなどが主な課題であ

ることが説明された。また、日本企業の進出の検討にあたっては、公的病院への
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アプローチは保健省の巻き込みが必要かつ有効となる一方、民間病院との取引は

保健省を巻き込まずとも可能であること、タンザニアの認証制度では医薬品医療

機器認証機関（TMDA）の認証や公共調達に参画する際は医薬品医療機器供給局

（MSD）による認証が必要であること、医療機器を輸入する場合は通関で時間と

港湾留め置き費用がかかるため、十分な準備と情報収集、手続きに慣れたローカ

ル人材の協力が必要であることが説明された。参加者からは、公立・民間病院そ

れぞれへのアプローチ方法について質問がなされ、発表者からは民間病院へのア

プローチをする場合は、サブサハラ地域のアガカーン財団（医療・教育事業を広

く実施している機関）傘下の病院やダルエスサラーム市内のクリニック・ネット

ワークにアプローチすることによりサービスや製品を提案可能であること、官へ

アプローチする場合は公的調達リストに製品を載せるために、国家認証だけでな

く医療・健康保険対象の診察と自由診療の識別が重要になる旨回答があった。 

 

③ 日本企業の進出事例（登壇者：キャスタリア株式会社） 

 タンザニアにおいて妊婦の情報ネットワークを構築するアプリ「Taarifa za 

Mama」を展開するキャスタリア株式会社より、事業紹介、アカデミアとの連携、

また現地企業との事業連携について発表がなされた。参加者からは、アカデミア

側からのビジネスへのアプローチについて質問がなされ、キャスタリア社と連携

している広島大学の新福洋子教授から、事業窓口を異動の少ない大学病院の医師

にすることで、保健省のどの担当者にアプローチすればいいのかが明確になりや

すく、安定的な対話が可能である旨、回答があった。 

 

 また、意見交換のセッションでは、事業を行う際に留意すべき点などを中心に議論が行わ

れた。また、アドバイザリーボードメンバーからは、以下の図表のコメントがあった。 

 
図表 2-8 アドバイザリーボードメンバーからの主な発言内容 

 現地とのコミュニケーション、法律などの規則について事前の調査が重要。また、必要に応じて専門家に相

談することも重要である。 

 ケニアで妊婦の Personal Health Recordを用いたアプリをオックスフォード大学と共同開発したところが

あり、全国的に普及している。電子送金システムと同アプリが連携しており、妊産婦が健診に行くことで現

金給付ができる。金銭的なメリットが多いことから加入者も増えたと考えている。 

 今後、日本の戦略として、携帯会社と国家でコンソーシアムを組むと良い。当時のケニアでは類似のプロジ

ェクトが 5つあり、タンザニアでも複数の政府系イニシアティブが立ち上がっていた。日本には技術力があ

るため、全体をリードしていけるような仕組みを構築していくと良い。 

 アフリカ全体において妊婦健診はまだ不十分なところも多い。現地住民は診察にほとんど来ないため、巡回

診療で初めて診る妊婦も多い。リスクの高い分娩でも通わない人が多い理由として、病院との距離、金銭的
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事情、医療の質の低さ、出産に関する不十分な教育などが考えられる。また、リスクの高い吸引分娩もアフ

リカ全土で行われている。 

 

 参加者への事後アンケートでは、参加者 200 名中 71 名が回答、うち約 83％が「とても満

足」または「満足」と回答しており、特に保健医療課題や民間企業からの事例紹介に高い関

心が寄せられた。また、他国企業と日本企業とのすみ分け状況・競合関係や他国と日本のア

プローチの比較に言及したコメントなどが寄せられた。 

 

図表 2-9 国内向けセミナー（英語圏）事後アンケート結果 

 

 

2.2.2 セネガル、チュニジアに関するオンラインセミナー 
 2021 年 12 月 6 日（月）に、セネガル、チュニジアの 2 か国についての国内向けセミナー

（仏語圏）をオンラインで開催した。参加者総数は 181 名であり、そのうちヘルスケア関連

企業が最も多い 52 名（約 29％）、次いで開発コンサル/コンサル企業 27 名（約 15％）、国内

公的機関 26 名（約 14％）であった。アフリカへの事業展開状況については、参加者のうち半

数以上の 96 名（約 53％）が「既に展開している」と回答をした。また参加者への事前アンケ

ートでは、相手国のヘルスケア市場の現状やデジタルヘルスへの関心が示された。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

国内セミナー（英語圏）満足度

不十分であった 物足りなかった どちらでもない 満足であった とても満足である

5

33
27

6

最も関心を持ったプログラム

事務局からの各国基礎情報

現地関係者からの保健医療課題

民間企業からの事例紹介

登壇者のディスカッション

総回答数 71件（参加者総数200人）



23 

図表 2-10 国内向けセミナー（仏語圏）参加者属性と事前アンケート結果 

 

 

当日のプログラムは以下のとおりである。 

 

図表 2-11 国内向けセミナー（仏語圏）プログラム 

 

 

 国内向けセミナー（英語圏）と同様、対象 2 か国について、データから見た各国の保健・

医療の概況を事務局から説明した後、各国の保健医療課題と日本企業の進出事例の紹介とい

う二本柱で、計 5 機関から発表をおこなった。それぞれの発表内容の詳細については、以下

のとおりである。 

52件

27件

26件

17件

12件

11件

8件

5件
4件 19件 ヘルスケア関連企業

開発コンサル/コンサル企業

国内公的機関

医療機関/医療団体

製造

通信

教育機関

商社

国際機関

その他

46件

96件

39件 検討中である

展開中である

予定していない

アフリカでの事業展開について参加者属性

 日本企業、JICA、日本政府等の活動状況と課題
 現地の医療機器調達状況
 保健医療の状況、課題、対策
 事業を通して感じた現地の最新の現状と課題
 医薬品製造業の状況
 官民連携の可能性
 アフリカのコロナ状況

※複数の方から同様のご回答があったものに関しては緑字で記載

セミナーで知りたいこと（事前アンケート・回答の一部を抜粋）
 アフリカの健康、医療に関する現状と今後の見通し
 現地事情
 ヘルスケア市場の現状
 デジタルヘルス関連の動向
 日本の医療機器の優位性
 医療廃棄物への関心度/市場性
 B2Bを進める上でのヒント

参加者総数 181名参加者総数 181名

プログラム内容 登壇者

１．開会の挨拶 内閣官房健康・医療戦略室次長西村秀隆様

２．対象各国の概要 事務局

３．対象各国の保健医療課題及び日本企業の進出事例紹介

ー チュニジアの保健医療課題 在チュニジア日本国大使館一等書記官太田友啓様
JICAチュニジア事務所次長上野修平様

ー チュニジアへの日本企業の進出事例紹介 FUJIFILM Middle East FZE（富士フイルム株式会社）中川稜介様

ー セネガルの保健医療課題 保健省派遣JICA専門家/国立国際医療研究センター
野田信一郎様

ー セネガルへの日本企業の進出事例紹介 株式会社シュークルキューブジャポン社長佐藤弘一様

４．意見交換 各ご発表者、アドバイザリーボード

５．閉会の挨拶 アフリカビジネス協議会事務局 羽田裕様
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1. セネガル 

① データから見た保健・医療の状況 

 セネガルについては、積極的に制度構築や民間の介入を進めており保健指標は

比較的良好である一方、都市部と遠隔地の保健医療の整備状況が大きく異なるこ

と、また、高度な医療機器の導入が進んでいないこと、医療費の自己負担が大き

いことが課題となっている旨説明がなされた。 

 また、死亡率・疾病負荷ともに大きい疾病のうち、マラリアは全体的に減少し

ているが新生児の疾患や下痢性疾患の減少幅は小さく、母子保健や衛生面の課題

は依然として大きいとみられる旨、説明がなされた。 

 

図表 2-12 セネガルの保健医療の状況 

  
 

② 現地目線での保健・医療に関する課題（登壇者：セネガル保健省派遣 JICA 専門

家/国立国際医療研究センター：野田信一郎氏） 

 セネガルでは地域間格差による医療アクセス、医療機器などの物資の不足、施

設分娩や診療科（脳外科、小児外科、精神科など）などのサービスの不足が課題

である旨説明がなされた。また、セネガルの保健セクターの強みとして、保健省

のオーナーシップの強さ、保健開発委員会が活発であること、また、デジタル化

が促進中であることが述べられた。参加者からは地方医療格差の解消のための地

方への資金配分について質問がなされ、発表者からセネガルは現在地方分権化を

強力に進めており、州や県レベルの行政機関が保健課題に目を向け財源を配分す

52% 48%

36% 40%
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（WHO Global Atlas of Medical Devices - 2014）
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（※）矢印および%は、2009年から2019年までの変動を示す

乳幼児の発育に関する指標

5歳未満児の発育阻害有病数(2020) 17%
5歳未満児の低体重有病数(2011-2020) 8%
5歳未満児の中・重度の低体重比(2019) 2%
出生時低体重児の有病数(2015) 12%

基礎指標
人口 16,743,930人（2020）
一人あたり実質GDP USD 1,356（2020）
平均寿命 67.9歳（2019）
乳児死亡率（1,000人あたり） 32.7人（2019）
死亡率（1,000人あたり） 5.596.人（2019）

死亡要因となる
主要疾病と変動

疾病 増減
新生児障害

虚血性心疾患

下気道感染

マラリア

下痢性疾患

脳卒中

結核

糖尿病

慢性腎疾患
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順位と変動

要因疾病 変動
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医者 看護師
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参考：公立病院の医療機器
MRI 2台 核医学検査 1台
CTスキャン 5台 マンモグラフィー 3台
テレコバルト 1台 放射線治療装置 1台
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る動きが進んでいる旨、回答があった。 

 

③ 日本企業の進出事例（登壇者：株式会社シュークルキューブジャポン） 

 2019 年にセネガル保健省と覚書（MoU）を締結し、未電化・未電波地域の学校

や診療所に独自に開発した太陽光発電と通信機器を合わせた「TUMIQUI Smart Kit」

を展開している株式会社シュークルキューブジャポンより、アフリカのビジネス

の魅力（参入余地が大きい点、セネガルの政治経済の安定性など）、事業展開に

際しての考え方（単なる物売りではなくサステナブルな公共性事業を検討するこ

との重要性）、具体的に進んでいる大企業とスタートアップの連携について紹介

があった。参加者からはスタートアップの資金確保について質問がなされ、資金

確保の面も考慮した大企業との連携や連携に至った経緯について説明がなされた。 

 

2. チュニジア 

① データから見る各国の保健・医療の状況 

 首都チュニスには高度な医療が集中し医療従事者数が多い一方、地域格差や民

間医療費負担の多さから出生率に対する死亡率は周辺諸国と大きく変わらず高い

傾向にあるが述べられた。また、デジタルヘルス開発プログラムを通じた電子医

療記録システムおよび医療情報システムに重点を置いていること、近年は非感染

性疾患の予防に向けた取り組みも推進していることについても説明がなされた。 

 疾病負荷については、50 歳未満の世代の主要な疾患はほぼ全て減少傾向にある

反面、50 歳以上の主要な疾患（いずれも非感染性疾患）は増加しており、高齢化

と高齢者の医療課題が今後の対策の中心になる旨、言及された。 

 



26 

図表 2-13 チュニジアの保健医療の状況 

  

 
② 現地から見た保健・医療に関する課題（登壇者：在チュニジア日本大使館、

JICAチュニジア事務所） 

 在チュニジア日本大使館 

 主に保健分野のポテンシャルの高さ（人口あたり医療従事者が多いこ

と、医薬品国内消費の 4分の 3を自国で生産していることなど）、民間

企業の活発な活動（チュニジア日本商工会議所がヘルスケア分野の分科

会を実施していることなど）、保健分野の ODA の活用について説明が

なされた。 

 

 JICA チュニジア事務所 

 チュニジア保健セクターの強み（医療従事者が多いこと、チュニジア

の国民皆保険（CNAM）が国民の 8割をカバーしていること）と課題

（地域間格差や民間セクター偏重による自己負担の高さなど）、日本企

業進出のポイント（ICT やデータを活用したビジネスや高度な診断機器

などは民間病院、民間にない心臓内科や高額でない医療サービスは公立

病院に導入など、公立と民間の特徴を考慮する必要性、現地パートナー

の重要性など）について説明がなされた。参加者からは、チュニジアの

民間病院や産業セクターと日本企業が連携しサブサハラアフリカの UHC

実現に向けて事業を行うことの可能性について質問がなされ、チュニジ

アの病院を経営しているグループがセネガルに進出するという具体的な

（※）矢印および%は、2009年から2019年までの変動を示す

基礎指標
人口 11,818,618人（2020）
一人あたり実質GDP USD 3,574.07（2020）
平均寿命 76.6歳（2020）
乳児死亡率（1,000人あたり） 11.6人（2020）
死亡率（1,000人あたり） 6.257人（2019）

死亡要因となる
主要疾病と変動
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5歳未満児の低体重有病数(2011-2020) 2%
5歳未満児の中・重度の低体重比(2019) 2%
出生時低体重児の有病数(2015) 12%
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動きも進み始めており、チュニジアと連携して他国に働きかけることは

可能と思われる旨、回答された。 

 

③ 日本企業の進出事例（登壇者：富士フイルム株式会社） 

 チュニジアにおいて X 線診断機器、超音波、マンモグラフィーなどの医療機器

を展開している富士フイルム株式会社より、現地人材や代理店の活用、保健省と

の関係構築、ニーズ把握のための現地関係者との勉強会など、事業展開に関して

の具体的な取り組みが紹介された。参加者からはチュニジアの代理店と連携した

他国へのビジネス展開状況について質問がなされ、それぞれの国の文化の違いや、

各国で強い代理店、政府との関係性に鑑み、現状は各国ごとに代理店を選定して

いる旨の回答がなされた。 

 

 

 意見交換のセッションにおいては、主に日本との比較、ビジネス展開の検討ポイント、日

本が貢献可能な分野、現地人材の活用について、アドバイザリーボードを中心に議論が進め

られた。主な発言内容は以下の表のとおりである。 

 

図表 2-14 アドバイザリーボードメンバーからの主な発言内容 

 
 

参加者への事後アンケートでは、参加者 181 名中 74 名の回答を得た。このうち約 86％が

「とても満足」または「満足」と回答しており、プログラムのうち特に現地関係者からの保

健医療課題の発表に関心が多く寄せられた。また、参加者からは民間企業からの新しい視点

でのビジネスの取り組みが参考になった、セクター横断的な情報提供が有益だった旨、コメ

日本との比較やビジネスの展開の検討ポイントについて
アフリカ仏語圏諸国はフランスの製薬会社や保険システムが基盤にあるためフランスとの関係が深い。日本はフランス開発庁等と対
話を進めることも必要である。

日本とアフリカ仏語圏諸国は、皆保険と脆弱層の保護といった類似点はあるものの、自由診療（混合診療）を認めているか否か
は大きな違いである。

ビジネスの観点でみると、チュニジアやセネガルの民間の割合がどのくらいあるのか、そのポートフォリオ上の収益と設備投資額は検討
をする必要がある。公立病院はODA事業でしかアプローチできないので限界があり、民間病院へのアプローチであれば地方への拡大も
見込める。また、保険でカバーできていない部分にアプローチできれば、保険会社とも連携が見込める。

日本が貢献可能な分野について
教育の観点では、社会の読み解き方やUHCの分野分けを見極めることが必要であり、日本のアカデミアは貢献できるだろう。アフリカ
公官庁への貢献を視野に入れている学生などに民間企業やJICA、大使館に従事してもらうことでアフリカでのネットワーク化やコンソー
シアムを進めていくことも非常に有効である。

現地人材の活用・人材育成について
日本に関心がある人材の育成が必要であり、そのような人材が日本の協力者となる。文化の違いや一方的な教育にならないように
、考慮して引き入れる必要がある。
医療人材不足が深刻であり、人材教育を行う必要があるがビジネスになりにくいのが現状である。ケニアではケニヤッタ病院や保健
省で人材教育が行われているが、民間は公的機関と連携しないと継続が難しいこともある。
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ントがあった。 

 

図表 2-15 国内向けセミナー（仏語圏）事後アンケート結果 
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国内セミナー（仏語圏）の満足度

不十分であった 物足りなかった どちらでもない 満足であった とても満足である

1

45

24

4

最も関心を持ったプログラム

事務局からの各国基礎情報

現地関係者からの保健医療課題

民間企業からの事例紹介

登壇者ディスカッション

総回答数 74件（参加者総数181人）
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 ヘルスケア分野に係る協力覚書署名国およびチュニジアを対象としたオン

ラインイベントなどの開催 

2.3.1 ガーナオンライデモイベントの開催 
2022 年 2 月 25 日（金）に、ガーナデモイベントを開催した。 

令和元年度『「アフリカ健康構想」に係る民間事業の組成可能性等に関する調査』（以下、

令和元年度調査）においては、ガーナを対象国の一つとし、現地調査にて、保健省や国立病

院などに対して提案活動を実施した。また、令和 2 年度の同名調査（以下、令和 2 年度調査）

においては、現地医療関係者向けのヘルスケアビジネスセミナーを開催し、モデルケースを

提案した。今年度は、民間事業組成に関するフォローアップを行うことを目的とし、製品・

サービスの利用について、より具体的な議論を行うため現地に機器を持ち込むデモを検討し

たが、新型コロナウイルス感染症の影響により、オンライン開催となった。 

オンラインデモイベント開催に際し、アドバイザーからは、「導入や購買は意思決定者が

実際に製品を見ることが重要なため、製品ビデオなどの用意ができる企業に発表を打診する

のがよい」、「ケニアと違い、公的機関が顧客の中心と考えられるため、ODA・公的事業の

活用の重要性、公的機関を通じて購入する国際機関が顧客であることを留意したファシリテ

ーションおよび発表内容にした方がよい」などの助言を得た。加えて、「ガーナは、英国型

医療を目指し、公的資金をパブリックヘルスに投入してきている反面、民間病院のプレゼン

スがケニアに比べて十分ではないとの見方もあるため、ガーナは公的機関およびドナーを対

象としていく戦略が合っている」など周知すべき機関についても助言があった。 

当日の企業による発表では、参加者に製品・サービスの使用感がより伝わるよう、実際に

機器を動かす様子を画面上で投影する方法、現地の施設から中継し実際に現地にて機器を使

用している関係者が発表を行う方法など、各登壇企業より工夫を凝らした発表が行われた。 

参加者総数は 75 名で、公的機関（ガーナ）（27%）が最も多く、次いで公的機関（日本）

（15%）、コンサルティング企業（12%）という結果となった。 
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図表 2-16 ガーナオンラインイベント参加者の属性 

 

 

当日のプログラムは図表 2-17 のとおりである。 

 

図表 2-17 ガーナデモイベントのプログラム 

 
 

図表 2-18 のとおり計 6 社から各企業の製品・サービスについて発表を行った。 
 

参加者総数 75名

20

11

9
8

7

5

3

6
6

公的機関（ガーナ）
公的機関（日本）
コンサルティング企業
医療機関/医療団体
ヘルスケア関連企業
商社
教育機関
NPO・NGO等
その他

プログラム内容 発表者 時間

1. 開会の挨拶

内閣官房 健康・医療戦略室 西村次長 3分
ガーナ保健省 Public Health Physician Specialist and Head, Resource Mobilization

Dr. Maureen M. Martey 5分

アフリカビジネス協議会 羽田事務局長 2分

2. アフリカ健康構想のもとで
進んでいる取組のご紹介

味の素ファンデーション
（KOKO Plus Foundation）

ガーナ事務所所長 高橋裕典様
ディレクター Kennedy Bomfeh様

30分
シスメックス株式会社 ディレクター 蛭田嘉英様

マネージャー 中村由紀子様

3. 【遠隔医療】
日本企業からの発表

株式会社OUI CEO 清水映輔
海外戦略部部長 中山慎太郎様

45分メロディ・インターナショナル株式会社 社長/CEO 尾形優子様

ALLM AFYA Solutions Ltd. エグゼクティブ・ディレクター Christian Beck様

4. 【病院向け検査機器】
日本企業からの発表 FUJIFILM MEA 

Strategic Innovations Manager –
Clinical, Marketing and Education

Christiane Hunold様
20分

5. 全体質疑応答・意見交換 モデレーター：事務局 45分

6. 閉会の挨拶
Ghana Health Service Dr. Patrick Kuma-Aboagye事務局長 3-5分

在ガーナ日本国大使館 望月大使 3分

アフリカビジネス協議会 羽田事務局長 2分
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図表 2-18 ガーナデモイベントの登壇者一覧 

 

 

主な発表内容と参加者からの反応は、以下のとおりである。 

 公益財団法人味の素ファンデーション 

ガーナの子供の栄養改善のために開発した栄養補助食品「KOKO Plus」にかかる説明

を行い、官民連携の取り組みやアフリカ健康構想下で実現した官民パートナーシップ、

WFP、UNDP との国際機関との連携、他社との連携などについて紹介があった。 

 

 シスメックス株式会社 

ガーナにおいて Sysmex West and Central Africa Ltd.を設立し直接販売・サービスを開

始していること、また、JICA 公募事業で採択された尿検査自動化技術普及促進事業

の製品と現地の医療人材育成の取り組みについて紹介があった。加えて、多項目自動

血球分析装置 XN-31 の性能について説明し、マラリア撲滅を実現するための野口記

念医学研究所との共同研究を紹介した。 

 

 株式会社 OUI 

「Smart Eye Camera（スマートフォンに取り付けることで眼科疾患を診断すること

ができる製品であり、遠隔地においても診察を行うことが可能）」のデモを実施

し、製品の特徴である細隙灯顕微鏡と同様に眼科疾病が診断可能であることが紹介

された。現在 15 か国以上で 100 台以上使用されている「Smart Eye Camera」は

PMDA Application や CE マークを取得済みであるとして、今後ガーナにおける協力

の可能性について言及があり、また、パートナーシップの構築について呼びかけが

なされた。発表に対して、チャット欄では、ガーナのヘルスケア関連企業から、連

携に向けたコメントが寄せられた。 

企業 役職 登壇者

味の素ファンデーション
（KOKO Plus Foundation）

ガーナ事務所所長 高橋裕典様

ディレクター Dr. Kennedy Bomfeh様

シスメックス株式会社
ディレクター 蛭田嘉英様
マネージャー 中村由紀子様

株式会社OUI
CEO 清水映輔様

海外戦略部部長 中山慎太郎様

メロディ・インターナショナル株式会社 社長/CEO 尾形優子様

Allm AFYA Solutions Ltd. Executive Director Christian Beck様

FUJIFILM MEA
Strategic Innovations 
Manager – Clinical, 

Marketing and Education
Christiane Hunold様
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 メロディ・インターナショナル株式会社 

「分娩監視装置 iCTG」について発表し、遠隔地からでも医師や看護師がリアルタイ

ムでモニタリングすることが可能であることについて説明がなされた。また、タイの

チェンマイ県から 180 キロ離れた医療機関やブータンの 46 の病院をはじめとする海

外での使用実績についても説明がなされた。 

 

 株式会社アルム 

携帯機器を使用して医療関係者が安全な環境でコミュニケーションをとることがで

きるアプリについて発表があった。国際がん研究機関と実施している教育訓練などを

含む共同プロジェクトについても紹介がなされた。 

 

 富士フイルム株式会社 

AI を活用した「Mammography AI」や「Bone Fracture AI」、X 線機器の「FDR X Air」、

CT スクリーニングを行う「SYNAPSE 3D」をはじめとする医療機器について発表が

なされた。また、質疑応答では、教育を目的としてドバイに設立されたトレーニング

拠点「富士フイルムテクノロジーセンター」やクリニカルスタッフ、エンジニア、ク

リニカルトレーナー向けに開催しているワークショップについても紹介があった。 

 

意見交換セッションでは、①ガーナにおける事業の事例をいかに作っていくか、②ガーナ

の公共事業 Agenda111 への貢献、の 2 点をテーマとし、参加者に意見を求めた。 

テーマ①については、登壇企業の大半が JICA や国際機関の事業に採択されていることを

踏まえ、ガーナでの事業を成功させる要因について JICA ガーナ事務所や味の素ファンデー

ションに意見を求めた。JICA ガーナ事務所からは、JICA のプロジェクトで企業が成功する

にはビジネスモデルやマーケティングの戦略が十分明確であること、また、ガーナの実情と

ニーズに柔軟に対応できることが重要である旨の回答がなされた。また、事業のカウンター

パートである Ghana Health Service（GHS）とは、非常に緊密にコミュニケーションをとって

おり、課題や進捗を報告するなど対話のチャンネルが複数あることが大切である旨付け加え

られた。公益財団法人味の素ファンデーションは、KOKO Plus の立ち上げに 10 年以上の時間

を要しているが、いかに時間を短縮するかという質問に対し、アフリカ健康構想が相手国政

府のみならず民間企業同士の対話の機会となり企業間連携やノウハウ共有が展開されること

により時間の短縮化が可能であるとの回答があった。 

テーマ②については、Agenda111 の進捗と日本企業への期待について、GHS の Director 

General（DG）である Dr. Patrick Aboagye より、日本企業には Agenda111 で建設した病院の医

療機器設置に協力を期待する旨、コメントがなされた。 
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イベント終了時の参加者へのアンケートでは、イベントの満足度について参加者 75 名中

20 名から「楽しくためになった」「新しい発見があり良かった」との回答があり、総じてデ

モイベントへの満足度は高い結果となった。また、改善点について 24 名から回答があった。

「より多くの企業プレゼンテーションを用意する」が最も多く、次いで「ディスカッション

と Q&A の時間を増やす」との回答が多かった。 

 

図表 2-19 ガーナデモイベントの満足度と要望 

  

 

登壇企業との連携希望についても、高い関心が寄せられ、登壇企業と現地ステークホルダ

ーとのマッチングに繋がった。 

 

2.3.2 ケニアオンラインデモイベントの開催 
 2022 年 1 月 28 日（月）に、ケニアデモイベントを開催した。 

2.3.1 にて既述のガーナと同様、令和元年度調査においては、ケニアを対象国の一つとし、

現地調査にてビジネスセミナー実施した。また、令和 2 年度調査においては、現地医療関係

者向けのヘルスケアビジネスセミナーを開催し、モデルケースを提案した。今年度は、機器

を持ち込むデモを検討したが、新型コロナウイルス感染症の影響により、同じくオンライン

でのイベント開催となった。 

ケニアデモイベント開催に際し、アドバイザーからは、ガーナと同様に「製品ビデオなど

の用意ができる企業に発表を打診するのがよい」など発表にかかる工夫、また、「米国型医

療を目指すケニア政府は民間競争を歓迎しており、民間医療機関を対象としていく戦略が合

っている」など広報すべき機関について助言を得た。 

当日の企業による発表では、ガーナと同様、参加者に製品・サービスの使用感がより伝わ

るよう、実際に機器を動かす様子を画面上で投影する方法、現地の施設から中継し実際に現

地にて機器を使用している関係者が発表を行う方法など、各登壇企業より工夫を凝らした発

表が行われた。 

12件

8件

イベントの満足度

楽しく、ためになった

新しい発見があり、良かった

6件

8件
3件

3件

4件

イベントの改善点

ディスカッションとQ&A時間を増やす

より多くの企業プレゼンテーションを用意する

関心分野の企業プレゼンテーションを増やす

自国企業のプレゼンテーションを設ける

特になし

回答数 24件回答数 20件

※その他選択肢である「有益でなかった」や
「普通」の回答はなし
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参加者総数は 61 名で、公的機関（日本）16 人（26%）が最も多く、次いで医療機関/医療団

体 10 人（16%）、ヘルスケア関連企業 9 人（15%）、公的機関（ケニア）7 人（11%）という

結果となった。参加者の属性内訳は以下の表のとおりである。 

 

図表 2-20 ケニアデモイベント参加者属性 

 
当日のプログラムは以下のとおりである。 

 

16

10

9

7

5

3

11
公的機関（日本）

医療機関/医療団体

ヘルスケア関連企業

公的機関（ケニア）

国際機関

商社

その他

参加者総数 61名
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図表 2-21 ケニアデモイベントプログラム 

 

 

 計 7 機関より、各社の製品・サービスにかかる発表を行った。主な発表内容と参加者か

らの反応は、以下のとおりである。 

 

 アークレイ株式会社 

 ナイロビにて実際に製品を使用している Forest Japan Medical Center と中継をする形

で、乾式臨床化学分析装置「SPOTCHEM EX（SP-4430）」、グルコース分析装置

「PocketchemA1c」、半自動尿分析装置「Aution Eleven」、簡易型血液分析装置「The 

Lab 004」の製品デモを実施した。Forest Japan Medical Center の医師からは、ユーザー

の目線から、遠隔地で医療機器を使用する際、埃などに強い耐久性があるか、また電

気がなくとも使用できるかという点が重要であり、同社の製品はその条件を満たす製

品であることについても説明がなされた。 

 

 株式会社 OUI 

プログラム内容 登壇者

1 開会の挨拶

内閣官房 健康・医療戦略室 西村次長
ケニア保健省,Principal Secretary, 

Susan Mochache
アフリカビジネス協議会 羽田事務局長

Africa Health Business
Executive ChairmanAmit Thakker

2

【日本企業からのプレゼンテーション】 ー
アークレイ株式会社

（中継先：Forest Japan Medical 
Center）

Global Sales Support, Hillary Mujjuzi様
Savannah Shindo様

医師 Hiroto Nomura様

株式会社OUI CEO 清水映輔様
海外戦略部部長 中山慎太郎様

メロディ・インターナショナル株式会社 CEO 尾形優子様
株式会社アルム Christian Beck様

公益財団法人味の素ファンデーション
KOKO Plus Foundation

事務局長 上杉高志様
ガーナ事務所所長 高橋裕典様
ディレクター Kennedy Bomfeh様

三菱ケミカルアクア・ソリューションズ
株式会社 海外事業支援部兼ウェルシィ事業部 佐原絵美様

富士フイルム株式会社
Clinical, Marketing and Education – Strategic 

Innovations Manager
Christiane Hunold様

3 全体質疑応答・意見交換 各発表者・アドバイザリーボード
（モデレーター：事務局）

4 閉会の挨拶 在ケニア日本国大使館 北川臨時大使
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 「Smart Eye Camera」のデモを実施し、崔力顕微鏡と同様に診断可能であること、

また、明細型顕微鏡のように白内障などの失明の大きな原因となる疾病などの眼病を

診断できることなどの製品の特徴について説明がなされた。また、現在 15 か国以上

で 100 台以上使用されている「Smart Eye Camera」は PMDA Application や CE マーク

を取得しているため、ケニアの医療機関で使用できることについても説明がなされた。 

 

 メロディ・インターナショナル株式会社 

 「分娩監視装置 iCTG」について発表し、遠隔地からでも医師や看護師がリアルタ

イムでモニタリングすることが可能であることについて説明があった。また、タイの

チェンマイから 180 キロ離れた医療機関やブータンの 46 の病院をはじめとする海外

での使用実績についても説明がなされた。 

 

 株式会社アルム 

 モバイル機器を使用して医療関係者が安全な環境でコミュニケーションをとるこ

とができるアプリ「Join」について紹介があった。また、国際的ながん研究機関と実

施している教育訓練などを含む共同プロジェクトについても紹介があった。 

 

 公益財団法人味の素ファンデーション および KOKO Plus Foundation 

 栄養不良による子どもの発育阻害という課題に対し、既にガーナにおいて子どもた

ちの栄養改善プロジェクトを官民連携で実施しており、将来的にケニアで事業展開し

たい旨を伝えた。また、アフリカ健康構想の一環として実施した ICT ソリューション

を通した看護師のサポートや、幼児を病院に紹介しモニタリングを実施するなどの取

り組みについても発表がなされた。 

 

 三菱ケミカルアクア・ソリューションズ株式会社 

 水処理事業の紹介に加え、ケニアで実施された、濁った川の水を飲料水レベルに処

理する JICA とのパイロット・プログラム、動力が不要な緩速ろ過装置を設置し、地

元住民に浄化した水を供給すると同時に、地元住民が近隣に浄化した水を販売する浄

水ビジネスモデルや農業振興にも注力した持続可能な浄水供給事業を展開する

UNDP とのプロジェクトについて紹介があった。 

 

 富士フイルム株式会社 

 AI を活用した「Mammography AI」や「Bone Fracture AI」、X 線機器の「FDR X Air」、

CT スクリーニングを行う「SYNAPSE 3D」をはじめとする医療機器について説明が

あった。また、教育を目的としてドバイに設立されたトレーニング拠点「Fujifilm 
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Academy」やクリニカルスタッフ、エンジニア、クリニカルトトレーナー向けに開催

しているワークショップに関しても紹介がなされた。 

 

 意見交換セッションでは、参加者より各登壇企業の製品への質問がなされた。アルム株式

会社の製品に対して、参加者からは、非常にハイテクでありながらも使いやすい製品である

ため、同社のパイロットプロジェクトの専門分野を拡大してほしいとの意見が寄せられた。

さらに、現地に専門医が不足している課題に関して、遠隔で医師の知見が共有されれば大変

助かるといった意見も見受けられた。その他の登壇企業への質問や意見は、下表のとおりで

ある。 

 

図表 2-22 ケニアデモイベント参加者による質問やコメント 
 

 
 

セミナー終了後の参加者への事後アンケートでは、参加者 68 名中 10 名から回答があり、

回答者の多くにとって、デモイベントの満足度は高い結果となった。改善点としては「ケニ

アの民間企業によるプレゼンテーションの機会を設けてほしい」との意見が、最も多かった。 

また、登壇企業との連携についても、高い関心が寄せられた。 

 

質問 回答

在宅医療等、遠隔で使用できる超音波装置はあ
るか。（医療機関/医療団体）

ポータブルかつ軽量で、元々軍事目的で開発された「M 
Turbo」は、産婦人科向けのユーザー向けソリューションであり、
遠隔地や農村部で活用できる超音波として理想的である。
（富士フイルム株式会社）

デバイスは特定のスマートフォンブランド/OSで作動
するものか。（ヘルスケア関連企業）

現在はiPhone（7、8、SE 2モデル）やAndroidに対応してい
る。よりシンプルで使いやすいiPhoneから始めることを検討す
ると同時に、ユニバーサルデザインの改善に取り組む予定で
ある。（株式会社OUI）

（株式会社アルムに対するコメント）
• 非常にハイテクでありながらも使いやすい製品であるため、広く使用されると感じ、同社のパイロットプロジェク
トの専門分野を拡大してほしい。（医療機関/医療団体）

• 現地に専門医が不足している課題に関して、遠隔で医師の知見が共有されれば大変助かる。（公的機関
（ケニア））
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図表 2-23 ケニアデモイベントの満足度と要望 

 

 

2.3.3 ザンビア、ウガンダ、タンザニアを対象としたオンラインヘルスケアビジネスセ

ミナーの開催 
 2019 年に MoC に署名したウガンダ、ザンビア、タンザニアとの今後のアフリカ健康構想

の下での協力を推進するため、2022 年 2 月 15 日（火）に 3 か国の保健省関係者、医療従事

者、業界団体などに向け、本邦民間事業者の製品・サービスの紹介を中心とした英語圏向け

セミナーを開催した。開催にあたっては、各国日本国大使館、各国 JICA 事務所、AHB など

の協力を得て、関係者へ参加の呼びかけを実施した。 

 当日の参加者総数は 112 名であり、日本から 25 名、次いでウガンダ 19 名、タンザニア 18

名、ザンビア 15 名の参加があった。業界別にみると公的機関が最も多く 20 名（約 18％）、

次いで医療施設/医療団体 17 名（約 15％）、ヘルスケア関連企業 16 名（約 14％）という結果

となり、その他にも国際機関や業界団体など幅広い業界から参加を得た。 

 

図表 2-24 英語圏向けセミナー参加者属性 

回答数 10件

62

0
1

1

オンラインデモイベントの満足度について

5（満足である）

4

3

2

1（不満である）

5

2

1

1

1

オンラインデモイベントの改善点について
ケニアの民間企業によるプレゼンテーションの機会

企業プレゼンテーションをの数を増やす

関心分野の企業プレゼンテーションがほしい

イベント前に参加者から質問を受け付ける

ディスカッションと質疑応答の時間を増やす

参加者属性(国別)
参加者総数 112名

25

19

18

15

10

5

20

日本

ウガンダ

タンザニア

ザンビア

米国

ケニア

その他

参加者属性(業界別)
参加者総数 112名

公的機関, 20

医療施設/医療団体, 17

ヘルスケア関連企業, 16

コンサルティング企業, 15

国際機関, 6

業界団体, 6

教育機関, 5

NGO, 5

IT企業, 3
商社, 2

その他, 17

英国、シンガポールetc.
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 当日のプログラムは下表のとおりである。 

 

7

3

1

4

3

5

6

1

2

1

2

2

3

5

5

1

1

1

1

1

2

2

2

2

1

1

1

2

1 4

1

3

日本

ザンビア

ウガンダ

タンザニア

参加者の属性(対象国別＋組織別)

ヘルスケア関連企業 医療施設/医療団体 コンサルティング企業 教育機関
公的機関 国際機関 業界団体 IT企業
NGO 商社 その他
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図表 2-25 英語圏向けセミナープログラム 

 
 

 英語圏向けセミナーにおいては、各国コメンテーターを指定し、それぞれ各国の抱える課

題と日本への期待についてご発言をいただいた。発言内容の詳細は、以下のとおりである。 

 

 ウガンダコメンテーター： Dr. Issa Makumbi, Public Health Emergency Operations 

Center (EOC), Ministry of Health, Uganda 

• ウガンダは多数の新しい医療施設を整備するなど、保健インフラの改善を進めて

いる一方、他国同様、保健人材の不足が課題であり、エピデミックや自然災害に

弱い地理的環境にある。 

• ウガンダは官民連携を進め、新型コロナウイルス感染症からも多くを学び保健シ

ステム強化のための全社会的アプローチを採用している。ウガンダにてグローバ

ルヘルスセキュリティに取り組む企業の連携を促進している。 

• 日本企業にもウガンダに来ていただき、一緒に強靭な保健システムの構築に取り

組んでほしい。ご関心があれば、Tom Aliti(Commissioner of Health Services)や私

時間 プログラム内容 登壇者

1 9:00-9:05 開会の挨拶 内閣官房 健康・医療戦略室 福地参事官
アフリカビジネス協議会 羽田事務局長

2 9:05-9:16 各国の抱える課題と
日本への期待について

タンザニア保健省, NCD課Assistant Director,
James Kiologwe様

Apollo Medical Centre, Managing Director
Nazir Arab様
ウガンダ保健省,

Public Health Emergency Operations Center,
Issa Makumbi様

Africa Health Business, Executive Chairman,
Amit N. Thakker様

3 9:16-10:16

【日本企業からのプレゼンテーション】 ー

キャスタリア株式会社 取締役 川端康夫様
広島大学教授（国際保健看護学）新福洋子教授

サラヤ株式会社 General Manager, Fortunate Collins様

FUJIFILM MEA
Clinical, Marketing and Education 
– Strategic Innovations Manager

Christiane Hunold様

株式会社OUI CEO 清水映輔様
海外戦略部部長 中山慎太郎様

4 10:16-10:51 全体質疑応答・意見交換 モデレーター：Africa Health Business

5 10:51-10:55 企業からの一言コメント 各登壇企業

6 10:55-11:00 閉会の挨拶 アフリカビジネス協議会 羽田事務局長
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に声をかけていただいたり、在京ウガンダ大使館に連絡していただければ、強力

に支援したいと考えている。 

 

 ザンビアコメンテーター： Dr. Mohamed El Sahili, Chief Executive Officer, Medland 

Health Services, Zambia 

• アフリカではすべての国々が保健システムの質の向上や普及を目指している。そ

のためには、関係者が一体となって取り組む必要があり、また、革新的なやり方

が必要だ。患者を治療するだけではなく、真のヘルスケアが必要だ。真のヘルス

ケアには、PPP（官民パートナーシップ）が必要だが、4 つ目のＰとして People

（人）も付け加えたい。 

• 民民パートナーシップも重要である。官民の区分けなく協働して UHC を達成す

べく、イノベーティブで価格競争力とアクセス可能性のある日本の技術やイノベ

ーションに期待したい。既にザンビアは富士フイルムやテルモ、日立などの日本

企業と連携している。特に、遠隔医療関連の技術やヒューマンエラーを低減する

技術などが期待できると考えており、日本企業の貢献に期待したい。 

 

 タンザニアコメンテーター①： Dr. James Kiologwe, Assistant Director Non-

Communicable Diseases, Ministry of Health, Tanzania 

• タンザニア保健省を代表し、この重要な会議に招待いただき感謝する。 

• AfHWIN によるビジネスベースのアプローチは、タンザニアの保健環境の改善に

資すると確信している。 

• タンザニアでは各種リスクファクターや、国内の格差、アクセス、保健人材、イ

ノベーションの欠如などの課題がある。また、社会の発展により高齢化や新しい

疾病の問題も発生しており、温暖化や人身売買などの問題も保健のリスクとなっ

ている。 

• ICT を活用した新たな科学技術も登場している。タンザニアには自然や若い人

口、都市化、地理、交通の要所といった比較優位がある。また、Tanzania 

Business Council や Tanzania Private Sector Foundation(TPSF)などの民間支援組織は

タンザニアへの投資を支援しており、日本企業による進出も大歓迎である。 

 

 タンザニアコメンテーター②： Dr. Nazir Arab, Consultant Surgeon and Managing 

Director, Apollo Medical Centre, Tanzania 

• タンザニアでは寿命が延びており、乳幼児死亡率も著しく低下している。しか

し、依然として都市部の子どもや若者の保健状況は改善が必要であり、保健人材

が必要数の約半分にとどまっていることも大きな課題である。また、妊産婦や乳
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幼児の保健状況の改善、都市部と地方や貧困による健康格差の是正なども重要な

課題である。 

• 民間投資が不足している。日本企業の進出には、製品の他にも製品の使い方の訓

練を行う人が必要である。 

• タンザニアは UHC を 2030 年までに達成することを目標しているが、未だ国民

の 16-18％しか国民保険制度でカバーが出来ておらず、その拡大が急務である。 

• 医療機器にはメンテナンスが重要である。また、医療機関の立ち上げには非常に

多大なコストがかかる点についても理解いただきたい。日本企業からの投資は大

歓迎であり期待したい。 

  

 企業からのプレゼンテーション概要は、以下のとおり。 

 

 株式会社 OUI  

 スマートフォンに機器を取り付けることで患者の眼科疾患を診断でき、従来の細

隙灯顕微鏡と同等の機能を持つ「Smart Eye Camera(SEC)」について発表がなされた。

コメンテーターの Nazir Arab 氏からは眼病対策に取り組んでいる NGO が幾つかあ

るが同社と連携するためにはどうすればよいかといった具体的な質問がなされ、発

表者からは是非連携したい旨と試用のために機器の送付も可能である旨、回答があ

った。 

 

 キャスタリア株式会社 

 まず、同社が事業で連携をしている広島大学の新福教授からタンザニアの母子保

健に関してアカデミアからの視点の共有と同社との協業について発表がなされた。

その後、同社からはタンザニアで展開している妊婦向けパーソナル・ヘルス・レコ

ードアプリ「Taarifa za Mama（ママの記録）」について発表がなされ、今後のビジ

ネス展開（タンザニアの電話会社と合同でプロジェクトを行い、アプリ内で広告を

表示するビジネスモデルで継続性を目指す方針など）についても言及がなされた。 

 

 サラヤ株式会社 

 2014 年から取り組んでいるウガンダでの手指消毒剤の事業展開について、また

それに関連して提供している教育サービスについて紹介があった。同社と 10 年以

上にわたり協働している Dr. Jackson Amone（Commissioner, Ministry of Health, Uganda）

からは、感染予防・感染管理の重要性、同社とともに毎年取り組んでいる啓蒙活動

についてコメントが述べられた。 

 

 富士フイルム株式会社 
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 AI を活用した X 線画像のスクリーニング、マンモグラフィー、低線量のポータ

ブルな X 線機器、超音波検査装置など、同社が持つ様々な技術・製品について紹介

がなされた。 

 

 セミナー中には Q＆A ボックスにて、参加者から随時コメントや質問が多数挙げられた。

主に、故障の際の技術的な支援や通信環境が不安定な場所での製品の使用可否などについて

質問がなされ、各登壇企業からそれぞれ回答をおこなった。内容の詳細は以下の表のとおり

である。 

 

図表 2-26 英語圏向けセミナーでの主な質問内容と回答 

 

 

 セミナー終了時に実施したアンケートでは、参加者 112 名中 24 名から回答があり、セミナ

ーに対し、回答者の約 92％の 22 名が「有益であった」または「新しい知識を得た」と回答し

た。また、セミナーに対する要望としては、より多くの企業のプレゼンテーションやより長

い意見交換セッションを望む声が多く聞かれた。 

 

質問 回答
キャスタリアの製品について、故障の場合の技術的な支援は
どのように提供されるのか。
（質問者：グローバルNGO）

キャスタリアは自社でアプリエンジニアを雇用しているため、遠隔で対応
することが可能である。（回答者：キャスタリア）

キャスタリアのアプリは、インターネット接続は遠隔地にとって大
きな課題だが、通信が不安定な場所やオフラインでも利用で
きるのか。
（質問者：ヘルスケア関連企業、国際機関）

メッセージボード機能を除いて、オフラインで使用することが可能である。
（回答者：キャスタリア）

キャスタリアのアプリは、保健省に登録しているのか。
（質問者：タンザニア医療機関）

すでに保健省とはコンタクトをしており、これから政府との連携が進むこ
とを期待している。
（回答者：キャスタリア）

キャスタリアへの質問として、妊婦のヘルスケアに関しての行動
を促すためには、ジェンダーや意思決定の側面もあり、母親の
ケアに家族が参加することが重要だと考える。キャスタリアのア
プリは、家族、特に男性の妊産婦のケアへの関与という観点
も取り入れているのか。
（質問者：国際機関）

ジェンダーの問題と家族の参加については我々も認識しており、それらに
関連する論文もいくつか発行している。アプリは、女性が望めばIDとパス
ワードを伝えることで、家族にも共有することができる。
（回答者：キャスタリア）

富士フイルムのToTの研修生になるための基準は何か。
（質問者：タンザニア教育機関）

弊社の機器を利用している施設や大学との連携プログラムが複数ある。
機器の使用者に研修を行い、次の使用者を研修するためのトレーナーを
育成している。また、販売代理店の方々には現地でトレーナーになってい
ただくための研修も行っている。（回答者：富士フイルム）
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図表 2-27 英語圏向けセミナーに対する満足度と要望 

 
 

 また、登壇企業との連携についても、高い関心が寄せられ、登壇企業と現地ステークホル

ダーとのマッチングに繋がった。登壇企業との連携希望理由については、ビジネス面におけ

る利益につながるという観点よりも、登壇企業の技術や製品をつうじた保健課題の改善に期

待する回答が多い結果となった。 

 

2.3.4 セネガル、チュニジアを対象としたオンラインヘルスケアビジネスセミナーの開

催 
今後のアフリカ健康構想の下での協力を推進するため 2019 年に MoC に署名したセネガル

に加え、TICAD8 開催予定国であるチュニジアの 2 か国の保健省関係者、医療従事者、業界

団体などに向け、2022 年 3 月 4 日（金）に仏語圏向けセミナーを開催した。開催にあたって

は、各国日本大使館、各国 JICA 事務所、AHB などの協力を得て、関係者へ参加の呼びかけ

を実施した。 

 仏語圏向けセミナーの参加者総数は 83 名であり、セネガルから 42 名、次いでチュニジア

から 16 名、その他日本、フランス、米国などからから各 4 名の参加があった。また、同じ仏

語圏であるコートジボワールなどからも参加者が見られた。また、組織別では、公的機関が

最も多く 26 名、次いでヘルスケア関連企業 22 名、業界団体 10 名という結果になり、そのほ

か医療施設/医療団体、国際機関などヘルスケアに関連した参加者が集まった。 

 

回答数 24人/112人

16

6

2

ウェビナーの満足度

興味深く有益であった

いくつか新しい発見を学
べ、満足である

普通

有益でなかった

9

7
6

4

4

ウェビナーへの要望(複数回答可)

より長い企業の
プレゼンテーション

より長い質疑応答と
ディスカッション

関心のある分野の企業からの
プレゼンテーション

自国の企業からの
プレゼンテーション

とくにない
満足である
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図表 2-28 仏語圏向けセミナー参加者属性 

 
 

当日のプログラムは以下のとおりである。 

図表 2-29 仏語圏向けセミナープログラム 

 
 

総参加者総数 83名

7

9

3

4

2 3

15 2 6 1

1

5

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

チュニジア

セネガル

参加者の属性（対象国別＋組織別）

へルスケア関連企業 医療施設/医療団体 教育機関 公的機関 国際機関 業界団体 通信 製造業 その他

セネガル, 42

チュニジア, 16

日本, 4

米国, 4

フランス, 4

コートジボアール, 3

その他, 10

参加者の属性（国）

公的機関, 26

へルスケア関連企業, 22業界団体, 10

医療施設/医療団体, 9

国際機関, 3

教育機関, 2

その他, 11

参加者属性（組織）

時間
(GMT)

時間
(CET) プログラム 登壇者

9:00-9:15 10:00-10:15 開会の挨拶

内閣官房健康・医療戦略室 西村次長
チュニジア共和国保健省、医療サービス輸出・投資促進局長、Nadia Fnina様
チュニジア-アフリカ・ビジネス協議会（TABC）会長、Anis Jaziri様

セネガル共和国雇用者連合（CNES）副会長兼同国医療機材職業団体アソシ
エーション（ASPEM）代表 Abdourahmane NDOYE様

セネガル共和国保健・社会活動省次官 Alassane MBENGUE様
9:15-9:18 10:15-10:18 導入 アフリカビジネス協議会 羽田事務局長

9:18-10:23 10:18-11:23
プレゼンテーション【Part 1】
 地方の医療サービスへのアクセス
 遠隔医療

株式会社OUI CEO 清水映輔様、海外戦略部部長 中山慎太郎様

メロディ・インターナショナル株式会社 CEO 尾形優子様

株式会社シュークルキューブジャポン プロジェクト主任 Bernard Ndiaye様

質疑応答＆意見交換（ファシリテーター：有限責任監査法人トーマツ）
休憩

10:27-11:57 11:27-11:57
プレゼンテーション【Part 2】
 中規模・大規模病院向けソリューション
 AI診断・最先端医療

富士フイルム株式会社 メディカル事業部
北部・西部アフリカ開発ディレクター Aziz Boussag様

質疑応答＆意見交換（ファシリテーター：事務局）

10:57-11:00 11:57-12:00 閉会の挨拶 アフリカビジネス協議会 羽田事務局長
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仏語圏セミナーの冒頭挨拶では、対象両国政府と民間（業界団体）の計 4 名より、各国の

ヘルスケアの動向や日本への期待について下表のような発言があった。 

 

図表 2-30 仏語圏向けセミナーの現地関係者からの冒頭挨拶の主な内容 
組織・役職 名前 主な発言内容 

セネガル保健・社会活動省 

次官 

Alassane 

MBENGUE 様 

 セネガルと日本は人材育成やインフラの構築、新型コロナウイルス感

染症対策を含む疾病予防対策など、60 年にわたり協力関係にあ

り、日本政府並びに在セネガル日本大使館へ感謝申し上げる。 

 セネガルとチュニジアは非常に有効な関係を築いており、近々ダカール

にチュニジアの代表の方が訪問することも非常に嬉しく思っている。 

 セネガルでも現在民間セクターはダイナミックに活動をしているが、さら

に日本の技術や機会を取り入れてよりレジリエントな健康システムを

作り上げたい。官と民が一体となって保健課題の解決に取り組んでい

きたい。 

 このセミナーは 3 か国の官民のために非常に良い機会であり、パートナ

ーシップのさらなる構築につながることを期待している。 

セネガル雇用者連合(CNES)副会長 

兼 

同国医療機材職業団体アソシエー

ション(ASPEM)代表 

Abdourahmane 

NDOYE 様 

 日本政府はこれまでセネガルに対し様々な支援をしており、今後セネ

ガル民間との連携もさらに進むことを期待している。 

 セネガル民間セクターは日本との連携協力に非常に期待している。特

に臨床分野や富士フイルムをはじめとした病院での機材導入で日本

企業への協力を依頼したい。 

チュニジア保健省 

医療サービス輸出・投資促進局長 
Nadia Fnina 様 

 TICAD の枠組みにおいて、三角協力 4を基にした企業の競争力向上

を考えている。チュニジア含め保健医療分野、制度などに関し議論で

きることに期待している。 

 チュニジアでは、保健医療分野のデジタル化が課題となっている。医

療システムおよび技術のデジタル化を通じ、医療の質を高めることも課

題である。遠隔医療は、チュニジアからの輸出の可能性もあると考え

ている。特に産科では、エコー、検査などが遠隔でできることで、民間

クリニックまたはチュニジアのその他医療機関および海外の医療機関

を繋ぐことが可能となる。日本に協力頂くことで、高い付加価値のあ

る医療サービスを行うことができる。このように、三角協力により、大き

な利益と効率を確保できると考えている。 

                                                        
4 三角協力とは、先進国や国際機関が、途上国が他の途上国に対して行う南南協力（南南協力とは、開発

途上国の中で、ある分野において開発の進んだ国が別の途上国の開発を支援することを指す）を資金・

技術・運営方法等で支援することを指す。（参考：JICA ウェブサイト 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/ssc/index.html） 
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チュニジア-アフリカ・ビジネス協議会

（TABC）会長 
Anis Jaziri 様 

 TABC では、2014 年設立以降、アフリカ地域において 7 年間で 30 ほ

どのプロジェクトを実施してきた。チュニジアには大規模な医療プラット

フォームがあり、ノウハウや知見もあるため、日本と共にアフリカ保健医

療分野で連携できることを期待している。 

 セネガルには、3 つ（眼科、心臓、運動療法）のセンターを設置し

た。これらを通じアフリカでのネットワーク構築を目指している。チュニジ

ア国内もしくは近隣国（モロッコ、エジプトなど）で治療が受けられる

ようになれば、費用も抑えられるため、アフリカへの投資は重要と考え

る。そのため、ギニア、ニジェール、セネガルでのミッションを実施してい

る。 

 TABC は、日本大使館および商工会議所と協力し、保健医療分野に

かかるプロジェクトを実施しており、TICAD8 では、こうした取り組みを紹

介し、日本の投資家などに関心を持っていただきたい。2022 年 5 月

には、貿易・投資をテーマとしたイベントがアフリカにて開催される予定

であり、その際に三角協力の展開ついても議論される予定である。 

 

 企業からのプレゼンテーション概要は以下のとおり。 

 

 株式会社 OUI  

 スマートフォンに機器を取り付けることで患者の眼科疾患を診断でき、従来の細隙灯

顕微鏡と同等の機能を持つ「Smart Eye Camera(SEC)」について、実際に機器を動かしな

がら発表がなされた。また、スマートフォンのアプリでの医師間の診断のやり取りを画

面共有でき、眼科医や診断機器が不足する遠隔地での診断・治療の向上に貢献できる旨、

説明がなされた。質疑応答では、協業する現地パートナーへの要望について、現地の眼

科医との協業を通じて新しいモデルの形成を目指したい旨が述べられた。また、コメン

テーターの TABC ヘルスケアユニット長兼眼科医である Hichem Mnif 氏は、同社の製品

がアフリカの多くの失明と合併症を防ぐ可能性を指摘し、連携への期待を示した。 

 

 メロディ・インターナショナル株式会社 

 実際の心音の録音動画やブータンでの活用事例の動画を用いながら、分娩監視装置

「iCTG」について紹介がなされた。また同機器を活用することで、遠隔地においても医

師はリアルタイムに胎児の状況をモニタリングし、診療を行うことが可能である旨、説

明がなされた。 

 

 株式会社シュークルキューブジャポン 
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 セネガルで展開している未電化村落へ電気と通信を届ける事業、「TUMIQUI プロジェ

クト」について発表がなされた。同社はセネガル保健省と覚書（MOU）を締結し、バッ

テリーと LED ランプ、太陽光パネル、Wi-Fi をパッケージとした「TUMIQUI Smart UHC 

KIT」（ツミキスマート UHC キット）をセネガルの複数の診療所へ導入している。未電

化地域の電化の実現のみならず、遠隔医療に必要な通信の普及の実現を目指している旨

についても言及した。 

 

 富士フイルム株式会社 

 AI と遠隔画像診断に関するソリューションとして、診断のための機器、マンモグラフ

ィー、放射線機器、エコー、MRI など幅広い種類の機器の紹介をおこなった。同社が持

つ様々な技術・製品について紹介がなされた。また、ドバイには研修センターがあり、

現地のパートナ―に対し、技術の移転を行っている旨、説明がなされた。同社に対して、

CNES 副会長兼 ASPEM 代表である Abdourahmane NDOYE 氏より、画像診断の専門医師

として同社の画像診断機器に関心を持ったこと、また連携への期待が示された。 

 

 意見交換セッションにおいては、各国コメンテーターを中心に、二部に分けて意見交換を

行った。 

 

表 2-1 仏語圏向けセミナーのコメンテーター一覧 
組織 役職 登壇者 

セネガル共和国保健・社会活動省 私立保健施設局長 Dr Henriette Cécile DIOP 

セネガル共和国全国医師会 セクション B（民間セクター）代表 Dr.Mamadou HAN 

セネガル共和国企業団体（MDES） 事務局長 M. Modou MBOUP 

チュニジア-アフリカ・ビジネス協議会(TABC) ヘルスケアユニット長 Dr.Hichem Mnif 

 

 第一部の意見交換セッションにおいては、「セネガルやチュニジアが抱える保健医療課題

に日本企業がいかに貢献していくか」というテーマで議論が行われた。これに対して、TABC

の Hichem MNIF 氏は、TABC のミッションである医師同士のネットワーク構築を通じて、チ

ュニジアがセネガルやギニアをはじめとする周辺国に、医療施設立ち上げ支援や技術移転を

おこなっていることに言及しつつ、今後はチュニジアが周辺国との二国間連携を進める中で、

日本政府や日本企業を巻き込みたい旨を述べた。また、セネガル保健・社会活動省私立保健

施設局長の Henriette Cécile DIOP 氏は、登壇企業の製品やサービスがセネガルを含めたアフ

リカの戦略的な方向性に合致していることに言及しつつ、医療サービスの提供には多様な規

模の組織があるため、医療従事者を含めた関連機関との協力をさらに進めたいとコメントし

た。また、同氏はセネガルでは電気や通信のインフラ課題があり、特に農村部でのデータ収

集および報告において課題があると述べ、日本政府や日本企業とのパートナーシップにより
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そういった課題の解決を期待する旨、コメントをした。 

 

 第二部の意見交換セッションにおいては、「日本企業が製品やサービスの展開をしていく

上で重要なポイントは何か」というテーマで議論が行われた。TABC の Hichem MNIF 氏は、

①各国のニーズや特性を理解し把握すること、②現地事情に精通した現地パートナーの協力

を得ることの重要性について言及した。また、CNES 副会長兼 ASPEM 代表である

Abdourahmane NDOYE 氏は、優先課題を特定する重要性とそれによって日本企業とピンポイ

ントでパートナーシップを構築が可能である点についてコメントを行った。また同氏はセネ

ガルでは日本との連携に関する情報が不足していること、セネガル企業と日本企業の連携に

おいてはよりスピード感を重視した対話が必要であることを述べた。発表全体に対して、セ

ネガル全国医師会セクション B（民間セクター）代表の Mamadou HAN 氏からは、企業のプ

レゼンテーションが現場の医師にとって大変有意義であったとコメントがあった。また、

MDES の事務局長である Modou MBOUP 氏は、アフリカ健康構想を通じて日本とセネガルの

パートナーシップを強固にし、同団体も医療分野で今後、日本企業とのパートナーシップの

構築を模索したいと述べた。また、その他、参加者より日本企業との研究開発における協力

についても期待が述べられた。 

 

 セミナー中には Q＆A ボックスにて、参加者から随時コメントや質問が挙げられた。主に、

故障の際の技術的な支援や通信環境が不安定な場所での製品の使用可否などについて質問が

なされ、各登壇企業からそれぞれ回答した。内容の詳細は以下の表のとおりである。 

 

図表 2-31 仏語圏向けセミナー 主な質問内容と回答 
質問 回答 

画像を送信するために必要な帯域幅はどれ

くらい必要か。診断はどのように対応してい

るか。（チュニジア 公的機関） 

インターネットの速度について、モザンビークやマラウィ、ケニアなど

のアフリカ諸国でプロジェクトでは問題なく画像に共有ができた。ス

マホがローカルのWi-Fiで接続されているか、ローカルの SIMカード

で通信できていれば問題ないと思われる。弊社のアプリでは医師は、

WhatsApp のようにテキスト形式で診断結果を送信することができ

る。また、ビジネスモデルは国によって異なる。貴国でベストなモデル

を検討するために、ぜひ意見交換したい。（株式会社 OUI） 

アフリカの保健システムを強化するための

日本の戦略は何か。デジタル化への投資や研

修を通じた女性の役割の強化はあるか。 

（チュニジア ヘルスケア関連企業） 

• デジタル化を通じて女性のエンパワメントや女性の健康の問題に

取り組んでいる。そして、先進的な日本のシステムを導入するこ

とでチュニジアの病院の活性化や専門医の働き方を改善し、医療

水準の向上に貢献したいと考える。（メロディ・インターナショ

ナル株式会社） 
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• 日本政府は、現在グローバルヘルスの課題に取り組むために、戦

略を策定している。グローバルヘルス戦略では、民間ベースの二

国間協力に重点を置いている AfHWIN と比較して、ODA だけで

なく多国間協力にも重点を置いている。これら 2つの戦略により、

アフリカの保健システムの強化に取り組み続け、デジタルヘルス

が果たす役割は今後さらに重要になると考える。日本は目標を達

成するためにAfHWINを通じた協力も強化されることを期待して

いる。（内閣官房） 

帯域幅はどれくらい必要か。 

（チュニジア 公的機関） 

3Gネットワークにおいても本製品は機能する。通信環境が整っていな

い場合は、オフラインでタブレットにデータを保存し、インターネット

接続後、データを送信することができる。（Melody International） 

iCTG では超音波検査を行うことができる

か。または将来的に妊婦の超音波検査を行え

るようにデバイスを改善することを検討し

ているか。（セネガル ヘルスケア関連企業） 

iCTG は胎児の心拍数モニターであり、超音波画像装置ではない。この

装置は胎児の心音と母親の陣痛を測定するために使用される。例えば

Butterfly の製品など市場には多くのモバイルエコーがありモバイル胎

児モニターはモバイルエコーと組み合わせることで更なる効果がある

と考える。（メロディ・インターナショナル株式会社） 

 

 セミナー終了時に実施したアンケートでは、参加者 83 名中 10 名の回答があり、セミナー

に対し、回答者全員が「とても満足」または「満足」と回答した。また、セミナーに対する要

望としては、より多くの企業のプレゼンテーションやより長い意見交換セッションを望む声

が多く聞かれた。 

 

図表 2-32 仏語圏向けセミナーに対する満足度と要望 

 

 また、登壇企業との連携希望に関しても高い関心が寄せられた。また登壇企業との連携希

望理由については、ビジネス面における利益につながるという観点よりも、国・地域におけ

る健康状態を改善するとの回答が多い結果となった。 

 

8件

6件

4件

3件

3件

イベントへの要望(複数回答可)

より多くの企業プレゼンテーションを用意する

ディスカッションとQ&A時間を増やす

特になし

関心分野の企業プレゼンテーションを増やす

自国企業のプレゼンテーションを設ける

回答者数 10名

5件5件

イベントの満足度

とても満足

満足

※その他選択肢である「有益でなかった」や
「普通」の回答はなし
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 まとめ 
 本業務を通じて、アドバイザリーボード会合を計 4 回、国内向けセミナーを計 2 回、現地

向けイベントを計 4 回実施した。特に現地向けのイベントにおいては、現地機関から多くの

方にご参加いただき、満足度も高い結果となり、当事者目線からの質問やフィードバックを

受けることができた。経済状況、保健課題、製品やサービス導入のアプローチ方法に至るま

で事情は各国で大きく異なることから、アフリカ健康構想の推進にあたっては、今回の各種

イベントを契機に、引き続き現地事情に精通した現地の機関と密に連携し、現地のヘルスケ

ア分野における主要なアクターを巻き込むことが必要であると考える。 

 本業務の各イベントの準備や実施を通じて、各国日本国大使館、JICA 事務所、JETRO およ

び本業務のアドバイザリーボードなどより、特に現地向けにヘルスケアビジネス関連のイベ

ントを実施する際に周知すべき現地機関について様々な情報を得ることができた。下表に記

す現地機関は、いずれも各相手国のヘルスケア分野において重要な役割を担っており、彼ら

のコミットメントがアフリカ健康構想の推進や日本企業の参入機会の創出において鍵になる

と考えられる。イベントの広報のみならず、彼らとの継続的な対話を行うことにより現地側

のニーズの吸い上げを行い、彼ら自身が考える自国の課題やニーズに沿った提案を、現地の

事情や慣習に沿ったやり方で日本政府や日本企業が効果的に行うことが重要である。 

 また、相手国の多くは現地で大きな資金力を持つ国際機関をはじめとしたドナーとの関係

も強固であること、加えて近年国際機関は積極的に民間企業との連携に取り組んでいるとい

うことからも、現地でイベントなどを行う際にはドナーの巻き込みも重要であると考える。 

 

図表 2-33 ガーナ、ケニアにおいて重要な現地機関 
 ガーナ ケニア 

公的機関 

• 保健省 
• Ministry of Trade and Industry 
• Ministry of Finance 
• Ministry of Business Development 
• National Health Insurance Scheme 

(NHIS) 
• Ghana Health Service (GHS) 
• University of Ghana 
• Korle Bu Teaching Hospital 
• Noguchi Memorial Institute for Medical 

Research 
• University of Ghana 
• Komfo Anokye Teaching Hospital 
• Teaching Hospital 

• 保健省 
• Kenyatta National Hospital (KNH) 
• Kenya Medical Supplies Authority 

(KEMSA) 
• Kenya Medical Research Institute 

(KEMRI) 

業界団体・

民間企業 

など 

• CHAG (The Christian Health Association 
of Ghana） 

• Sanford World Clinic 

• Kenya Healthcare Federation (KHF) 
• Moi Teaching Hospital 
• The Nairobi Hospital 

 
図表 2-34 ウガンダ、ザンビア、タンザニアにおいて重要な現地機関 

  ウガンダ ザンビア タンザニア 
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公的機関 
• 保健省 
• Makerere University 

• 保健省 
• Zambia National Public 

Health Institute 
(ZNPHI) 

• University of Zambia 
• University Teaching 

Hospital 

• 保健省 
• President’s Office 

Regional 
Administration and 
Local Government 
(PO-RALG) 

業界団体・

民間企業 

など 

• Uganda Healthcare 
Foundation 

• African Centre for 
Global Health and 
Social 
Transformation 
(ACHEST) 

• Medland Hospital 
• Victoria Hospital 
• St. Johns Hospital 
• Mums Care Hospital 

• Association of Private 
Health Facilities 
(APHFTA) 

• Apollo Medical Centre 

 
図表 2-35 セネガル、チュニジアにおいて重要な現地機関 

 セネガル チュニジア 

公的機関 

• 保健・社会活動省 
• 経済・計画・協力省 
• 財政・予算省 
• Union des associations d'élus locaux 

(UAEL)（地方自治体） 

• 保健省（特に機材局） 
• Institut Supérieur Des Technologies 

Médicales de Tuni (ISTMT) 

業界団体・

民間企業 

など 

• Mouvement des Entreprises du Sénégal 
(MEDS) 

• Conseil National du Patronat du Sénégal 
(CNP) 

• Confédération Nationale des Employeurs 
du Sénégal (CNES) 

• Alliance du Secteur Privé de la Santé du 
Sénégal (ASPA) 

• Association des Cliniques Privées du 
Sénégal (ACPS) 

• Ordre National des Médecins du Sénégal 
(ONMS) 

• CFAO 
• Biotech 
• Medical Technology of Senegal (MTS) 
• EYONE 
• SynapSys Conseils 

• Union tunisienne de l'industrie, du 
commerce et de l'artisanat (UTICA) 

• Tunisia- Africa Business Council (TABC) 
• Chambre de Commerce et d'Industrie 

Tuniso-Japonaise (CCITJ) 
• chambre syndicale des cliniques 
• federation nationale de sante 
• GEHS 
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 アフリカ UHC 改善ビジネスの支援の在り方に関する仮説、

可能性の調査 

本調査事業の一環として、アフリカ健康構想を推進するためのポイントを検討・整理する

ため、アフリカ地域におけるユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）改善ビジネスの支

援に関する調査を行った。本章では、まず、ヘルスケア分野におけるアフリカ地域への官と

民双方からの資金の流れを概観し、続いて民間企業へのヒアリングにより得られたアフリカ

における事業展開の際のポイントおよび事業展開を容易にするための官民双方からのサポー

トの在り方、最後に日本企業による国際機関や官民連携ファンドの活用事例を紹介する。 

 ヘルスケア分野におけるアフリカへの資金の流れ 
アフリカ地域における UHC 改善ビジネスの在り方について述べる前に、まず、アフリカ地

域への資金の流れの現状を概観する。ODA による支援および民間セクターによる支援や投資

の現状について述べた上で、グローバルヘルス分野の資金需要予測とビジネス機会について

も説明する。 

3.1.1 ODA による支援 
最初に、直近のアフリカにおける ODA による支援（国際機関・官民連携ファンドによる支

援を含む）を見ると、2020 年の保健分野の ODA の受取額が大きい上位 10 か国は、以下の表

の通りとなっている。内訳を見ると、いずれの国も感染症対策を含む基礎保健分野の受取額

が最も大きく、続いて保健政策・行政・医療サービスなど、非感染症疾患（NCDs）の順とな

っている 5。 

 

図表 3-1 アフリカにおける保健分野の ODA 受取額上位 10 か国（2020 年） 
（単位：100 万米ドル） 

国名 保健分野の

ODA 受取額 

内訳額 

保健政策・行

政・医療サー

ビスなど 

基礎保健（感

染症対策を含

む） 

NCDs 

1. コンゴ民主共

和国 

599.961  190.734  408.042  1.185  

2. ナイジェリア 399.432  42.408  356.488  0.536  

3. エチオピア 291.158  82.228  208.892  0.038  

4. モロッコ 210.596  92.057  118.489  0.050  

5. タンザニア 189.843  17.568  172.147  0.129  

                                                        
5 OECD DAC CRS 統計より受託者が表作成。いずれも総額（gross disbursements）。 
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6. モザンビーク 188.075  26.631  161.209  0.236  

7. ウガンダ 167.605  25.149  142.248  0.209  

8. コートジボワ

ール 

149.841  34.826  114.974  0.041  

9. ケニア 148.039  24.477  123.219  0.342  

10. ザンビア 137.256  37.357  99.852  0.047  

 

 二国間援助による支援 
続いて、ドナーのうち日米英独仏の 5 か国の支援を比較する。2019 年のアフリカへの保健

分野への支援の総額を見ると、米国が 11 億 3,387 億米ドルで最大であり、続いて英国、ドイ

ツ、フランス、日本の順となっている 6。 

 

図表 3-2 日米英独仏によるアフリカの保健分野への支援総額（2019 年） 
（単位：100 万米ドル） 

国名 日本 米国 英国 ドイツ フランス 

アフリカ保健分

野への支援額 
96.081 1,133.868 541.937 222.442 134.221 

 

分野別でみると、5 か国の合計支援額が大きい分野は、以下の表のとおり、マラリア対策、

感染症対策、基礎的なヘルスケアの順となっている。特に米国のマラリア対策支援の額が大

きく、2019 年には 7 億 9,372 億米ドルの支援が行われた。また、ドイツによる感染症対策へ

の支援、英国による感染症対策、基礎的なヘルスケア、基礎栄養への支援も額が大きい。日

本は、保健インフラ、保健政策・行政への支援額が比較的大きいが、1 億米ドルを超える支援

を行っている分野はない 7。 

 

図表 3-3 日米英独仏によるアフリカの保健分野への支援（分野別）（2019 年） 
（単位：100 万米ドル）  

日本 米国 英国 ドイツ フラン

ス 

5 か国合計 

1. マラリア対策 0.365 793.719 31.731 .. 0.963 826.779 

2. 感染症対策 11.039 71.248 118.315 125.312 7.907 333.822 

3. 基礎的なヘルス

ケア 

7.405  96.391  110.981  24.000  27.127  265.903  

                                                        
6 OECD DAC CRS 統計より受託者が表作成。いずれも総額（gross disbursements）。 
7 OECD DAC CRS 統計より受託者が表作成。いずれも総額（gross disbursements）。OECD DAC CRS 統計からは情報が得

られなかった欄については「..」と記載。 
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4. 基礎栄養 4.891  65.144  113.630  12.247  24.111  220.023  

5. 保健政策・行政 22.262  38.498  52.606  14.540  48.374  176.281  

6. 医学研究 .. 0.810  82.695  5.608  3.738  92.851  

7. 結核対策 1.384  64.972  2.793  1.284  .. 70.433  

8. 保健インフラ 32.861  0.491  0.178  5.050  6.105  44.685  

9. 医療サービス 14.664  0.438  0.007  23.465  5.913  44.486  

10. 保健教育 0.010  1.808  18.245  2.879  1.950  24.893  

11. 保健人材育成 1.000  0.099  9.419  1.862  3.347  15.727  

12. 医学教育・研修 0.191  0.252  0.368  5.408  2.677  8.897  

13. NCDs 0.008  .. 0.969  0.786  2.009  3.772  

 

 国際機関・官民連携ファンドによる支援 
続いて国際機関・官民連携ファンドによる支援の現状を説明する。ここでは、世界銀行グ

ループ、UNICEF や WHO を含む国連機関、アフリカ開発銀行を含む地域開発銀行、EU 組織、

グローバルファンドや Gavi などの官民連携ファンドを対象とした。図表 3-1 と併せて見る

と、2020 年のアフリカへの公的な要素を含む支援は、国際機関や官民連携ファンドからの支

援が大きな割合を占めていたことが分かる。なお、国際機関・官民連携ファンドからの支援

のうち額が大きいのは、グローバルファンドと世界銀行グループからの支援であった（支出

純額ではなく、借款を含む支出総額）。また、分野についてはマラリア対策やその他感染症

対策が大きな額を占めている 8。 

 

図表 3-4 アフリカにおける保健分野の ODA 受取額上位 10 か国 
（国際機関・官民連携ファンドからの支援）（2020 年）（単位：100 万米ドル） 

国名 保健分野の ODA 受取額（国際機関・官民連携ファンド） 

1. コンゴ民主共和国 574.5724 

2. ナイジェリア 393.4792 

3. エチオピア 255.6328 

4. モロッコ 205.2586 

5. モザンビーク 167.6408 

6. タンザニア 163.445 

7. ウガンダ 152.2023 

8. コートジボワール 141.9589 

9. ケニア 129.0248 

10. ブルキナファソ 126.739 

                                                        
8 OECD DAC CRS 統計より受託者が表作成。いずれも総額（gross disbursements） 



56 

3.1.2  民間セクターからの支援や投資 
3.1.1 におけるアフリカへの ODA の流れの確認に続き、3.1.2 ではアフリカへの民間セクタ

ーからの資金の流れを説明する。(1)では CSR 活動、寄付・寄贈といった支援の動向、続いて

(2)では民間企業による投資の動向を確認する。 

 民間企業からの支援動向 （CSR 活動、寄付・寄贈） 
 日本企業によるアフリカ地域に焦点を当てた CSR 活動や寄付・寄贈の事例について、デス

クトップ調査を通じて情報収集を行い、下表（図表 3-59および図表 3-610参照）のとおり、武

田薬品工業や塩野義製薬、エーザイ、第一三共などの企業の取り組み事例を取りまとめた（ア

フリカ地域を含む全世界向けの取り組みも含む）。具体的な例として、武田薬品工業の CSR

活動としては、母子保健や疾病予防・地域保健従事者育成・サプライチェーン強化・医療へ

のアクセス改善に向けた活動支援などの取り組みがあるほか、塩野義製薬によるケニアでの

母子保健支援活動である「Mother to Mother SHIONOGI Project」の取り組み事例などが挙げら

れる。一方、寄付・寄贈では、テルモやオリンパス、武田薬品工業などの企業がグローバル

ヘルス分野において寄付活動を行っていることが確認できた。例えば、テルモによる WHO 

新型コロナウイルス感染症連帯対応基金への寄付、武田薬品工業による新型コロナウイルス

感染症に対する人道支援活動における保健サプライチェーンの強化支援のための WFP への

寄付や、妊産婦と新生児のための質の高い医療アクセスの確保のための UNFPA への寄付と

いった取り組みが挙げられる。物資の寄贈に関しては、豊田通商による Gavi への 1 億円の寄

付に加えたワクチン保冷輸送車 5 台の寄贈や、エーザイによる WHO を通じたリンパ系フィ

ラリア症蔓延国へ向けた治療薬 20.5 億錠（2022 年 2 月時点）の寄贈などが挙げられる。 

企業へのヒアリングによると、CSR 活動を通して得られたデータや、相手国の課題に対す

る介入方法の理解を深められたことが、将来的なビジネス形成にとって有効であるとの意見

が聞かれた。CSR 活動は、対象地域の保健課題解決と自立支援を活動の第一義としているも

のの、企業にとっては同活動を通じて現地ニーズを掴むこともでき、新たなソリューション

の開発や、現地ニーズに寄り添ったビジネス展開の足掛かりとなっていることに大きな意義

を見出しているとの声が聞かれた。また、製品を用いた CSR 活動を通じて受益者の健康改善

に繋がったというエビデンスがあれば、アカデミアと連携して成果を論文などで発表するこ

とも視野に入るとの考えも聞かれた。 

 

                                                        
9 ウェブサイトにて公表されている各社の情報より調査団作成。 
10 ウェブサイトにて公表されている各社の情報より調査団作成。 
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図表 3-5 日本企業によるアフリカ地域向け CSR 活動事例 

 
* 本調査では明確な対象時期に係る情報が入手できなかった活動に関しては「N/A」と記載している。 

  

対象国 概要 連携先 規模 時期

武田薬品工業

ケニア ヘルステックのピッチイベント メルク 2016年～
アフリカ地域 母子保健支援 JOICFP他 2010年～
タンザニア、ケニア、
他 「タケダ・イニシアティブ」（フェーズ1) グローバルファンド 10億円（10年間） 2010年～2019年

アフリカ地域 「タケダ・イニシアティブ」（フェーズ2) グローバルファンド 10億円（5年間） 2020年～2025年

全世界
「グローバルCSRプログラム」
途上国・新興国における疾病予防、地域ヘルス
ワーカーの育成、サプライチェーンの強化、質の高い
医療へのアクセス改善に向けた活動を支援

NGO、国際機関など多
数 2016年～

塩野義製薬 ケニア 「Mother to Mother SHIONOGI Project」
母子保健活動支援 World Vision (第1期)2015～20年

(第2期)2020～23年

エーザイ
ケニア 日本スタートアップ企業（ラボ運営）への支援 日本企業 約1億円 2020年
スーダン マイセトーマ早期治療の重要性を伝える啓発活動 難民を助ける会 2019年～

エーザイ、
アステラス製薬

ボツワナ、エチオピア、
マリ、ナイジェリア、
他

WHO-TDRを通じた臨床開発能力開発の研修 WHO N/A

三菱ケミカルア
クア・ソリュー
ションズ

ケニア 浄水による栄養改善と健康改善 Bioversity International N/A

第一三共 タンザニア、カメルー
ン

巡回診療
移動診療車を用いた乳幼児へのワクチン接種や
妊産婦検診などの医療サービスの提供、並びに地
域の活動を支える保健員の育成

Plan International 2011年～2019年

中外製薬

全世界
AMRアクションファンド（大手バイオ企業20社以
上が参画）への参画
革新的抗菌薬開発に取り組む小規模のバイオ企
業等を対象に投資、技術的支援

AMRアクションファンド 2020年～

全世界
「WFH Humanitarian Aid Program」への参画
開発途上国における出血性疾患患者の治療への
アクセス改善を図る

ロシュ 2019年～

全世界
「Access Acceralated」（大手医薬品企業22社
の非感染性疾患対策イニシアティブ）への参画
非感染性疾患の予防、診断、治療の改善

世界銀行、国際がん連
合（UICC) 2017年～
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図表 3-6 日本企業によるアフリカ地域に向けた寄付・寄贈事例 

 

* 本調査では明確な対象時期に係る情報が入手できなかった活動に関しては「N/A」と記載している。 

 民間投資の動向 
新型コロナウイルス感染症のパンデミックは、各国の保健システムに大きな負担をかけ、

保健サービスの提供に甚大な影響を及ぼしている。同時に、保健システムの回復と強靭化の

必要性が再認識されたことにより保健医療需要は益々高まっており、それに伴って保健セク

ターへの投資の重要性も高まっている。 

保健医療需要の増大はアフリカ地域でも同様であり、国連アフリカ経済委員会（United 

Nations Economic Commission for Africa：UNECA）の「Healthcare and Economic Growth in Africa」

レポートによると、アフリカ地域の保健セクターの需要を満たすには、年間 660 億米ドルの

医療財源が不足すると推定されている。また、約 300 億米ドルの民間新規投資が必要とも指

摘されている 11。 

2019 年には、ヘルスケア分野へのプライベート・エクイティ・ファンド（以下、PE ファン

ド）による投資は全世界で 789 億米ドルに達したが、このうちアフリカ地域に向けられた投

資はわずか 0.2%であった 12。また、アフリカの全セクターにおける PE ファンド総額は 38 億

                                                        
11 Afirica Health Business Symposium, “Partnerships for Resilient Health Systems: Healthcare Financing “, 

https://medium.com/africa-health-business-symposium/partnerships-for-resilient-health-systems-healthcare-financing-
3896d5157808 

12 Afirica Health Business Symposium, “Partnerships for Resilient Health Systems: Healthcare Financing “, 
https://medium.com/africa-health-business-symposium/partnerships-for-resilient-health-systems-healthcare-financing-

寄付先・対象国 寄付・寄贈内容 連携先 時期

テルモ WHO 新型コロナウイルス感染症
連帯対応基金

約1億1千万円
(100万米ドル) x 2回

2020年、
2021年

オリンパス UNICEF 2200万円
WHO主導のCOVAX支援等 2021年

大日本住友製薬 ザンビア、（インド、他） マラリア制圧に向けた取り組みへ
の資金提供等 N/A

豊田通商 Gavi経由でアフリカ5か国 1億円
ワクチン保冷輸送車5台を提供 Gavi COVAX AMC 2021年

第一三共他 UNICEF 5000万円
COVID-19対策への支援 2021年

エーザイ 全世界29カ国 フィラリア治療薬20.5億錠
の無償提供 WHO、他 2000年代～

PHCホールディン
グス UNICEF 超低温冷凍庫8台提供 2021年

武田薬品工業

WFP

15億円
COVID-19に対する人道支援活動
における保健サプライチェーンの強
化支援

2020年

UNFPA
5億円
妊産婦と新生児への保健サービス
提供

2020年

IAEA 5億円
COVID-19の検査キットの提供 2020年
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米ドルで、そのうち保健セクターへの投資は僅か 4%であった。 

 

(i) 世界におけるアフリカ保健セクターへの民間投資 

The African Private Equity and Venture Capital Association (AVCA) 13が発行した「Sector 

Snapshot: Healthcare」レポート 14では、2015 年から 2020 年のアフリカ地域ヘルスケア分野に

おける PE ファンドとベンチャー・キャピタル（以下、VC）活動の概要がまとめられている。

ここでまとめられている PE・VC ファンドの投資データはあくまでアフリカ地域に流れるヘ

ルスケア投資の一部であるが、アフリカ地域におけるヘルスケア分野の民間投資の傾向が掴

めるため本節で触れたい。 

当該レポートよると、2015 年から 2020 年におけるアフリカのヘルスケア分野への PE・VC

ファンド投資報告件数は 97 件、また、同分野で報告されている PE・VC ファンド投資総額は

13 億米ドルであった。アフリカのヘルスケア分野における PE・VC ファンド投資額は増加傾

向にあり、アフリカ地域向け PE・VC ファンドにヘルスケア分野が占める割合は、2015 年か

ら 2017 年では 7%だったところ、2018 年から 2020 年には 9%になった。また、特にヘルステ

ック分野への投資が占める割合が大きく、2015 年から 2020 年のアフリカ地域ヘルスケア分

野の PE・VC ファンド投資総額の 35%を占めており、2020 年単独では 45%にまで伸びてい

る。 

下図によると、同期間のアフリカのヘルスケア分野における PE・VC ファンド投資額の製

品種別シェアでは、ヘルスケア機器およびサービスに対する投資が 77%と圧倒的に多い。ま

た、下図は、同投資額シェア上位 5 か国を示している。1 位ナイジェリア（15%）に次いで、

モロッコ（11%）、エジプト（10%）によるシェアがほぼ横並びで続いている 15。 

 

                                                        
3896d5157808 

13 アフリカにおける民間投資を促進することを目的とした汎アフリカ産業団体。 
14 https://www.avca-africa.org/media/2748/avca-sector-snapshot_healthcare.pdf 
15 https://www.avca-africa.org/media/2748/avca-sector-snapshot_healthcare.pdf 
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図表 3-7 アフリカのヘルスケア分野におけ

る PE・VC ファンド投資額の製品種別シェ

ア (2015-2020 年) 

 

図表 3-8 アフリカのヘルスケア分野におけ

る PE・VC ファンド投資額シェア上位 5 か

国（2015~2020 年） 

 

 

2015 年から 2020 年の間に、アフリカ地域でクローズされた PE・VC の最終ファンドの総

額は 181 億米ドルであった。このうち、50%はヘルスケアを投資対象セクターとしたファン

ドからのものであった。以下表は、2015 年から 2020 年にクローズされたアフリカのヘルス

ケア分野向け PE・VC ファンドとその金額の例である 16。 

 

図表 3-9 2015 年～2020 年にクローズされたアフリカのヘルスケア分野向け 

PE&VC ファンド例 

ファンドマネージャー ファンド名 
最終クローズ報告額  

(単位：100 万) 
地域的焦点 

AfricInvest Group 
Maghreb Private Equity Fund 

IV 
EUR194 北アフリカ 

LeapFrog Investments 
LeapFrog Emerging 

Consumer Fund III 
USD700 

アフリカ 

アジア 

Kibo Capital Partners Kibo Fund II USD63 
東アフリカ 

南部アフリカ 

Mediterrania Capital Partners Mediterrania Capital Fund III EUR286 

北アフリカ 

サハラ以南仏語

圏アフリカ 

Metier 
Metier Capital Growth Fund 

II 
ZAR2,800 

サハラ以南アフ

リカ 

TLcom Capital TIDE Africa Fund USD71 
サハラ以南アフ

リカ 

 
                                                        
16 https://www.avca-africa.org/media/2748/avca-sector-snapshot_healthcare.pdf 

77%

23%

ヘルスケア機器およびサービス 医薬品、バイオテクノロジー、ライフサイエンス

15%

11%
10%

8% 8%

ナイジェリア モロッコ エジプト 南アフリカ ガーナ
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(ii) 日本におけるアフリカ保健セクターへの民間投資 

日本におけるアフリカ地域に特化した保健セクターへの民間投資の代表的なものとして、

アジア・アフリカ・インベストメント&コンサルティング（AAIC）社が組成した投資ファン

ド「Africa Healthcare Fund(AHF)」がある。この投資ファンドでは、病院や公衆衛生サービス、

遠隔診断など医療技術を手掛けるアフリカの有望な非上場企業に投資し、日本企業に対して

アフリカ現地パートナーの紹介も行う。2017 年に開始した第 1 号ファンド（初回募集）では、

みずほ証券や大手医療機器メーカーなどが出資し 17、当初から 22 億円程度の出資が集まり

18、最終的にはこれを大きく超える出資が集まった模様である。そして、この出資金を活用し

て、下表のとおり、同ファンドは 2021 年 10 月時点で 30 社に投資している 19。現在は第 2 号

ファンドを運営中で、1 号ファンドと合わせて約 100 億円規模の投資額を目指している。 

 

図表 3-10 Africa Healthcare Fund の投資先（2021 年 10 月時点） 

単科・高度医療 

4 社 

1. Afirca Healthcare Network: 透析センター（ルワンダ、タンザニ
ア） 

2. Jumuia Hospitals Ltd: 総合病院（ケニア） 
3. iSikCure : CVS クリニック（ケニア） 
4. Jacaranda Health: 産婦人科特化病院（ケニア） 

ヘルステック／イノ

ベーション 

18 社 

5. MYDAWA: Africa ヘルスケア特化 EC（ケニア） 
6. DentaCarts: 歯科特化型 EC（エジプト） 
7. access.mobile: 病院向け IT サービス（ケニア・米国） 
8. CHIPPER: アフリカ国際間送金 PF（ナイジェリア、他） 
9. Reliance HMO: 現地 No1 ネット医療保険（ナイジェリア） 
10. Shezlon: 地域 No1 の遠隔メンタル診断サービス（エジプト） 
11. Gozem: 西アフリカ地域 No1 の Super 配車 App（トーゴ、ベナ

ン） 
12. Allm: 医療 IT プラットフォーム（.日本、ルワンダ他） 
13. Life Q: ウェアラブルデータ分析・アルゴリズム提供(南アフ

リカ) 
14. RecoMed: 病院予約 PF／医療ビッグデータ（南アフリカ） 
15. Kabo: 現地 No1 ウーバー型物流 PF（ナイジェリア） 
16. IFA: マイクロ・インシュランス（ケニア） 
17. Sendy: 現地 No1 ウーバー型物流 PF（ケニア） 
18. Helium Health: 現地 No1 EMR(ナイジェリア、他) 
19. Rology: 地域 No1 の遠隔読影サービス（エジプト） 
20. Sana Health: 痛み軽減のデジタル治療機器（欧米） 
21. Lami: InsurTech 保険管理 PF/API 開発・提供(ケニア) 
22. crowdForce: 薬局含む小売向けフィンテック(ナイジェリア) 

医療サービス 

6 社 

23. Flare: 民間版 911 サービス（ケニア） 
24. Life Bank: 輸血特化型物流サービス（ナイジェリア） 
25. Vital Ray: 検査センター（CT、MRI など）(ケニア) 
26. NSV: 小型医療機器×AI（インド、米国） 
27. Drug Stoc: 医薬品卸 EC モデル(ナイジェリア) 

                                                        
17 https://www.nikkei.com/article/DGKKASGT27H15_U7A800C1EAF000/?unlock=1 
18 https://www.nikkei.com/article/DGXLASGT27H15_U7A800C1EAF000/ 
19 https://www.chuo-u.ac.jp/uploads/2021/11/1208_20211124_section1_japanese.pdf 
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28. Revital Healthcare: 注射器などの医療消耗品 の製造・販売(ケ
ニア) 

健康維持／公衆衛生

／食と農業 

2 社 

29. Jibu: コミュニティー・ウォーターサービス(ルワンダ、ケニ
ア、ウガンダ、DR コンゴ タンザニア、ブルンジ、他) 

30. 54 Capital: FMCGNo1 ブランド （石鹸・洗剤、油他）(エチオ
ピア) 

 

 官民連携ファンド・民間財団の動向 
グローバルヘルス分野において現在、資金影響力を持ち、日本企業が多く連携している官

民連携ファンド・民間財団の動向やアフリカ地域グローバルヘルス分野における資金投入に

関して、グローバルヘルス技術振興基金（GHIT Fund）およびビル&メリンダ・ゲイツ財団を

詳述する。また、アフリカ地域への事業を展開する日本の民間財団の代表的な例として、味

の素ファンデーションの設立経緯や支援内容について紹介する。 

 

(i) グローバルヘルス技術振興基金（GHIT Fund） 

グローバルヘルス技術振興基金（Global Health Innovative Technology Fund : GHIT Fund）は、

感染症治療薬開発と UHC に関わる課題の解決を目的として、3 つの主要パートナー（日本政

府、ビル&メリンダ・ゲイツ財団、大手製薬会社 5 社 20）によって設立され、2013 年より始

動した。以来、国際的な官民連携による製品開発資金の確保や、海外の資源・ネットワーク

と日本の科学・創薬力を活かしたオープンイノベーションへの投資を行っている。特に、顧

みられない熱帯病 21の治療薬など、新薬ができても開発途上国向けに薬価を高く設定するこ

とができず、利益が見込まれにくい疾病分野の創薬を促進するため、同分野への投資に重点

を置いている。 

GHIT Fund は、資金拠出パートナーとして政府、国際機関、財団、製薬会社などを中心に

様々な組織と連携している。資金拠出パートナーは、3 つのセグメント（フルパートナー、ア

ソシエイトパートナー、アフィリエイトパートナー）に分けられ、これら資金拠出パートナ

ーは属するセグメントに応じて GHIT Fund に対して資金を拠出し、民間企業のグローバルヘ

ルス製品開発への投資を支援している 22。 

                                                        
20 アステラス製薬、第一三共、エーザイ、塩野義製薬、武田薬品工業の 5 社 
21 「顧みられない感染症：Neglected Tropical Diseases(NTDs)」とは開発途上国の熱帯地域に集中して流行し

ている感染症や寄生虫疾患のことを指し、WHO によって 20 の疾患（ブルリ潰瘍、デング熱、シャーガ

ス病など）が指定されている。先進国において治療薬の需要が少ないことが主な理由でから世界の関心

が向けられず十分な対策がとられてこなかった（それ故”Neglected”と付けられている）。感染者数は約

10 億人にものぼり、深刻な社会問題になっているが、近年加速的に顧みられない熱帯病への国際的関心

が高まっており、医薬品などの開発のため日本を含む国々が官民協力して資金拠出に参画している。 
 
22 https://www.ghitfund.org/overview/partners/jp 
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図表 3-11 GHIT Fund の資金拠出パートナー 

 

2013 年以来、GHIT Fund は累積 269 億円の投資を行い、合計 154 社の参画機関と 10 件の

臨床試験により、計 11 件の累積投資を実施してきた。23 

 

図表 3-12 GHIT Fund の投資実績 

 
 

以下図は投資金額による投資の内訳を示している。製品別では、累計投資額（268.9 億円）

の 6 割以上が医薬品開発に充てられている。疾病別では、先述したように、収益性の低い顧

みられない熱帯病治療薬の開発に力を入れており、マラリアに並んで投資額の 4 割強を充て

ていることが特徴的である。 

図表 3-13 GHIT Fund の投資内訳 24 

 

                                                        
23 https://www.ghitfund.org/investment/overview/jp 
24 https://www.ghitfund.org/investment/overview/jp 

フルパートナー フルパートナー

アソシエート・パートナー

アフィリエイト・パートナー

始動時（2013年）からの実績

269
億円

投資額合計

111
件

累積投資件数

168
機関

累積参画機関

10
件

臨床試験

44.7%
44.1%

11.2% 顧みられない
熱帯病
マラリア

結核

疾病

66.7%

24.0%

9.3% 医薬品

ワクチン

診断薬

製品
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また、GHIT Fund は、研究開発への支援のみならず、開発された製品の供給までの橋渡し

支援を行っている。企業ヒアリングでは、たとえ医薬品やワクチンが開発され製品化に成功

しても、途上国の供給ルートに乗せてビジネス化することは難しく、途上国での製品の実装

化まで伴走する支援機能を求める声が複数聞かれた。GHIT Fund はその支援の一つとして、

2013 年より、国連開発計画（UNDP）が主導する低中所得国における結核・マラリア・顧み

られない熱帯病向けの新規医療技術・製品のアクセスと供給を推進するプログラム「新規医

療技術のアクセスと提供に関するパートナーシップ （Access and Delivery Partnership : ADP）」

と連携している。なお、日本政府は ADP の唯一の拠出国である。 

 

図表 3-14 Access and Delivery Partnership(ADP)との連携 

 

 

企業ヒアリングにおいて、GHIT Fund とのパートナーシップによるメリットとして聞かれ

た意見は主に下記のとおりである。 

 GHIT Fund のパートナーとして協働することで、自社単独ではできなかった大規模な開

発が可能となり、そこから得られた知見やネットワークが将来の事業に役立つ。 

 薬価が低くなりがちで利益が期待できない疾病治療薬の開発に投資し、開発と供給を促

進している GHIT Fund に参画することで、SDGs に貢献している会社としてプレゼンス

を示すことができる。 

GHIT Fund は医療機器開発への投資は行っていない中、直接的な資金メリットがなくても

GHIT Fund に資金拠出パートナーとして参画している医療機器メーカー企業へのヒアリング

からも、上記二つ目の意見は共通して聞かれた意見であった。 

 

(ii) ビル&メリンダ・ゲイツ財団 

(ii)-1 ゲイツ財団の概要および資金提供のメカニズム 

ビル&メリンダ・ゲイツ財団（以下、ゲイツ財団）はマイクロソフト元会長のビル・ゲイツ

グローバルヘルス技術振興基金
(GHIT Fund)

新規医療技術のアクセスと提供に
関するパートナーシップ

（Access and Delivery Partnership)

研究開発(R/D)

イノベーション

1. 戦略的な情報と 科学的根拠の収集

2. 政策と法律の枠組み整備

3. 調達とサプライチェーン

4. 疫学調査

5. 科学的根拠に基づく資源配分

6. 安全性監視と薬剤監視

相互補完

相乗効果

６つの戦略的道筋

新規医療技術・製品の開発 低中所得国への導入 拡大
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氏が創設した Gates Library Foundation を前身とした世界最大の慈善基金団体である。2006 

年に Foundation と Trust の 2 つに団体を分け、Foundation では主に助成などの出資業務を行

い、Trust では主に資産運用を中心とした財産管理を行っている 25。ゲイツ財団は、科学、研

究、能力開発などを支援する他の機関を補うような形で、資金提供や投資を行っている。ま

た、学術機関や NPO、企業などの組織間連携を促進し、多様なパートナーと協働している。

支援の方法も様々で、研究補助金、直接投資、ローン貸与などの方法を用いて様々な団体を

支援している 26。 

 

図表 3-15 ゲイツ財団の主要な資金提供方法 

 

 

グラント（無償資金提供）による資金供給の流れに関しては、以下のとおり、基本的には 4

段階のプロセスがある。各戦略とプログラムに対する資源配分が事前に定義されており、 グ

ラントを受けた組織やパートナー組織と協力して、関連組織の戦略的優先事項と組織の関心

分野および能力に合った提案を作成する。各段階の持続期間は、プロジェクトの複雑さやパ

ートナー候補のキャパシティ、地理的な場所などによって異なるとされる 27。 

 

                                                        
25 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/infection/activities/h30kansen_houkokusyo.pdf 
26 https://5th.ghitfund.org/funding02/jp?msclkid=a7b1f509a6b811ecb9a24cb4aece51f5 
27 https://www.gatesfoundation.org/about/how-we-work 

グラント 戦略的投資

• 世界中の貧困、疾病、不平等との闘う組織/機関に助成金の形で
資金を提供する。

• 助成金提供は当財団最大の融資手段であり、慈善寄付の90%以
上を占めている。

• 民間企業が医療、衛生、ワクチン、医薬品などの製品やサービスを最
も必要としている人々に手頃な価格で提供するためのインセンティブを
創出するために、起業家、企業、関連組織/機関に資金を提供する。

• 投資を受けた企業は、特定の基金プログラム戦略の支援にそれを使
用することに同意する。

主要な資金提供方法

代表的なパートナー: 代表的な投資先:
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図表 3-16 グラントによる資金供給の 4 段階プロセス 

 
 

ゲイツ財団のもう一つの主要な資金提供方法として、戦略的投資が挙げられる。同財団は、

民間企業、スタートアップ企業、起業家、団体に戦略的に投資することで、最も必要とする

人々が製品やサービスを利用できるようになるよう支援している。下図のとおり、具体的な

投資手法を取りまとめた 28。 

 

                                                        
28  
https://www.gatesfoundation.org/about/how-we-work 
https://sif.gatesfoundation.org/what-we-do/ 
https://sif.gatesfoundation.org/our-strategy/ 
 

グラントによる資金供給の4段階プロセス

グラント

フェーズ1:コンセプト開発 フェーズ2:事前提案 フェーズ3:投資開発 フェーズ4:管理とクローズ

• 財団のプログラム専門
家は、他の財団の同僚、
研究者、政策立案者な
ど、その分野のパートナー
と相談しながら、財団の
戦略的優先事項をサ
ポートするアイデアを特
定する作業を行っている。

• このコンセプトは、財団の
戦略的目標に合致した
時点で最終的に決定さ
れる。

• この段階では、財団は助成金または契約の提案を
募集することを決定する。

• 直接勧誘:被助成者がプログラムを実行する準備が
整っている場合、財団は初期段階のコンセプトメモや
提案を直接勧誘する。

• ディスカッション:1つまたは複数の組織を招待して、コ
ンセプトについて議論し、その組織の関心分野と作
業を引き受ける能力を調査する。基準に合格した組
織は、コンセプトメモや提案書の提出を求められる。

• 提案依頼書 (RFP) :財団がネットワークを拡大したい
場合、またはプロジェクトのために複数の組織に資金
を提供したい場合は、RFPを発行します。

• グラントのライフサイクル
の間、プログラム責任者
と被付与者は協力して
進行中の作業の進捗
状況と課題を把握する
。

• プロジェクトの終了時に
、グラント受領者または
パートナーはプログラムオ
フィサーと協力して、達
成された成果と学んだ
教訓を要約した最終報
告書を提出する。

• 助成対象者は、財団が
提供するガイドラインとテ
ンプレートを用いて提案
書と予算を提出する。

• これらのプロポーザルは、
グラントや契約に資金が
割り当てられる前に、プ
ログラム責任者によって
さまざまなレベルで検討
される。

• 正式なプロジェクトの最
終的な結果を保証する
ために、当事者間で契
約が締結される。
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図表 3-17 戦略的投資を通じた投資手法 

 

 

(ii)-2 ゲイツ財団によるアフリカ地域グローバルヘルス分野へのグラント拠出 

 ゲイツ財団の 2017 から 2021 年のグラント総額（Amount Committed）は約 223 億 4 千万米

ドルであった。その内、2017 から 2021 年のアフリカ地域グローバルヘルス分野へのグラン

ト総額は約 25 億 9 千万米ドルで、総額の約 11.6%を占めている。また、2017 から 2021 年の

同分野のグラント総額の推移を見ると、2020 年は金額が伸びて合計 7 億米ドルであったが、

他の年は平均として年間 4～5 億米ドルの資金量となっている 29。 

 

図表 3-18 アフリカ地域グローバルヘルス分野へのグラント総額の推移（2017-2021 年） 

 

 

                                                        
29 https://www.gatesfoundation.org/about/committed-grants 

戦略的投資を通じた投資手法

• 同財団は、資金不足のコミュニティや、事業を軌道に乗せるために追加資金が必要な素晴らしいアイデアを開拓するためのツールとして、戦略的
投資を考えている。

• すべての投資は、戦略投資ファンドのディレクターが議長を務める投資委員会によって決定され、財団の最高財務責任者、ジェネラルカウンセル、
およびその他の社内外のアドバイザーによって構成される。

• 当財団は、それぞれの機会を評価し、以下の財務ツールを活用して、長期的かつ測定可能な成功を達成する。

戦略投資

直接出資 同財団は、戦略が一致している場合、企業の成長を支援するために直接株式投資を行っている。

ファンド投資 同財団は、投資ファンドなどの仲介機関を通じて投資することで、貧困層にサービスを提供する分野にポートフ
ォリオを構築している。 ここでは、戦略が一致するリミテッド・パートナーとして機能する。

貸付・信用補完 それは、人々を貧困から救い出すのに役立つ有望な製品やサービスをスケールアップするために、企業や非営
利団体に低利融資を提供している。

ボリューム保証
供給者には、対象となる母集団の生産と価格を最適化するための数量保証を提供する。ワクチン、薬、避
妊薬などの重要な製品の製造コストを削減し、必要性の高い人々が入手しやすく手頃な価格にすることがで
きる。

バイダウン 少なくとも住宅ローンの最初の数年間、あるいは場合によってはその全期間にわたって、資産の住宅ローンに対
して低金利を提供する。

転換社債 同財団は、将来のある時点で一定数の株式を取得する見返りとして、企業に資金を提供する。
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 また、2017 から 2021 年の疾病別グラント総額を見ると、資金量が多い疾病として、HIV や

マラリア、顧みられない熱帯病、肺炎、結核が挙げられる。その中で、特にマラリア（約 6 億

6 千万米ドル）や HIV（約 4 億米ドル）、顧みられない熱帯病（約 2 億 8 千万米ドル）への資

金供給が多い 30。 

 

図表 3-19 疾病別グラント総額（2017-2021 年）31 

 
 

(iii) 味の素ファンデーション 

公益財団法人味の素ファンデーションは、アフリカにおける事業を実施する代表的な日本

の民間財団の一つである。民間財団による活動の動向を調査するため、味の素ファンデーシ

ョンを民間財団の一例とし、インタビューを行った。 

インタビュー結果を基にデスクトップ調査内容を加え、以下のとおり整理した。 

 

 味の素ファンデーションの概要 

味の素ファンデーションは、2017 年に味の素グループが設立した公益財団法人であ

る。設立の目的は、食を通じた栄養改善に関する事業を通じ、日本および世界の重要な

社会的課題の解決に寄与することである。 

 

 公益財団法人設立および財団法人への事業移管の経緯 

 インタビューにて、以下のコメントが挙げられた。 

味の素グループでは、2009 年よりガーナにおいて栄養改善事業を実施しており、離

乳期に不足する栄養を補給するための食品「KOKO Plus」をガーナで開発、生産、普

及、販売している。しかしながら、ガーナの栄養改善という社会課題にアプローチする

                                                        
30 https://www.gatesfoundation.org/about/committed-grants 
31 ＊データを集計する際に、グラント案件中複数の保健テーマを扱う案件は省いて集計した。 
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同事業は、民間企業として利益・黒字化することが困難であった。かかる状況の下、同

事業を継続させたいとの思いから公益財団法人を設立することとなった。 

公益財団法人への事業移管を決定した主な要因は、以下のとおりである。 

 民間企業として、経済価値を創出する事業としての基準に見合わない（利益率、黒

字化までの必要年数）。 

 公的機関との連携が必要な事業であることを考えた場合、公益財団であることで促

進しやすいと考えられた。 

また、KOKO Plus は乳幼児向け製品であるため、民間企業として展開するには以下が

主に課題となった。 

 一人当たりの、また喫食回あたりの使用量が少ないこと 

 使用期間が短い（1 年～最大 2、3 年）ことによる市場規模の小ささ、高マーケ

ティングコスト構造 

 なお、同事業では、現地法人の KOKO Plus Foundation（KPF）に現地での事業運営な

どを業務委託している。事業開始当初は、味の素ファンデーションがガーナ大学との共

同研究の形態で実施しており、駐在員はガーナ大学職員という立場であった。その後、

事業規模拡大とともにガーナにおいてより公的な立場を確立するため、NGO として

2017 年に KPF を立ち上げた。 

 

図表 3-20 KOKO Plus パッケージおよび啓発用チラシ 32 

 

 

 公益財団法人としての利点 

主な利点については、インタビューにて以下のコメントが挙げられた。 

 味の素ファンデーションの実施する事業は、公的機関との連携が必要な事業である

ため、公益財団であることで事業促進しやすい状況となった。 

（なお、味の素ファンデーションが設立された当時と比して、味の素ファンデーシ

ョンと同様の事業に対し民間企業として得られる支援スキームは増えていると思わ

                                                        
32 https://www.jica.go.jp/jica-ri/ja/news/topics/l75nbg000018ydbx-att/20190730_01_pdf_takahashi.pdf 
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れる。そのため、全ての民間企業が当法人のように公益財団化することが良いとい

うことではないと考える。） 

 公益財団法人化することで、政府機関（特に Ghana Health Service との連携）やア

カデミアとのコンタクトにかかるハードルが下がったと感じる。 

 

 公益財団法人として事業を行う中で留意が必要な点 

主な留意点については、インタビューにて以下のコメントが挙げられた。 

 公益財団法人として、あくまで公益のための事業活動を行う必要があるため、個社

の利益となってはならない点 

 法人として収益を上げずに持続性を保つ必要がある（ドナーへのアカウンタビリテ

ィ強化）点 

 

3.1.3  グローバルヘルスの資金需要予測とビジネス機会 
下図に示すとおり、WHO は「The SDG Health Price Tag model」にて、2030 年までのグロー

バルヘルス分野における将来的資金需要を予測している。「The SDG Health Price Tag Model」

は SDGs のヘルスケア関連目標を達成する「野心的」シナリオと、目標の 3 分の 2 以上を達

成する「進歩的」シナリオの 2 つのシナリオをモデル化したものである。 

「野心的」シナリオでは、SDGs の健康目標を達成するため 2030 年までに新たな投資が当

初の年間 1,340 億米ドルから 3,710 億米ドル（1 人あたり 58 米ドル）に増加する必要がある

ことが示唆されている。このシナリオに沿えば、2,300 万人以上の保健医療従事者を増やし、

41 万 5,000 以上の保健施設を新設し、そのうちの 91%をプライマリーヘルスケアセンターと

することが可能になるとされている。また、この投資により、死産や 5 歳未満死亡乳幼児 5,000

万人以上と、非感染性疾患による死亡者 2,000 万人を含む 9,700 万人の早期死亡を防ぐことが

可能であり、平均寿命は 3.1〜8.4 年延び、67 か国で 5 億 3500 万年の健康寿命が延びると予

想されている。 

一方、「進歩的」シナリオでは、SDGs のヘルスケア関連目標の 3 分の 2 以上を達成するた

めに、当初の年間 1,040 億米ドルから、2030 年までに 2,740 億米ドル（1 人当たり 41 米ド

ル）の追加投資が必要であることが示唆されている。このシナリオに沿えば、1,400 万人以上

の医療従事者を増やし、約 37 万 8,000 の医療施設（うち 93%はプライマリーヘルスケアセン

ター）を新設することが可能になり、結果として約 7,100 万人の早期死亡を防ぐことにつな

がるとされている。 

いずれのシナリオにおいても、総コストの約 75％は医療従事者の増員、診療所・病院・研

究所の新設・運営などの保健システムへの投資であり、残りの約 25％は、特定疾病の予防や

治療に使われる医薬品、ワクチン、注射器などの製品とトレーニングなどへの投資であると

されている。今後の UHC 達成へのさらなる動きの加速に伴い、病院などの新設にかかる保健
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システムへの投資として、特に医療機器、医薬品、医療消耗品などの開発や販売を行う企業

にとっては、ビジネス参入機会が存在すると考えられる。 

 

図表 3-21 WHO による資金需要予測 

  

 

 民間企業からのヒアリング 
3.1 において、アフリカの保健分野での資金需要の高まりと、その資金需要を満たすために

は、公的資金のみでは十分ではなく民間資金も重要であること、そしてすでに多くの民間資

金がアフリカの保健分野に投入されていることを改めて確認出来た。この背景を踏まえ、3.2

では、民間企業がアフリカに進出を検討する際にどこから検討すべきか、また、どのような

支援があると進出しやすいかを探るため、アフリカに進出している 3 社およびアフリカでの

ヘルスケアビジネスに投資を行っている 1 ファンドにヒアリングを行った。アフリカでの事

業展開のポイントおよびアフリカへの支援や投資を積極的に行えるようにするために民間企

業が求めるサポートをまとめる。 

3.2.1 アフリカでの事業展開におけるポイント 
今回ヒアリングを行ったファンドが、投資するビジネスを決定するにあたって重視してい

る点から、事業展開のポイントを抽出した。 

まず 1 点目として、スケーラビリティの重要性に関する指摘があった。アフリカでは単独

の市場は大きくないことが多いため、他国への展開可能性も検証しているという声が聞かれ

た。 

1340

1340

2370シナリオにおける必要投資額

当初投資想定額

(単位：億米ドル)

野心的シナリオ
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1040

1700シナリオにおける必要投資額

当初想定投資額

(単位：億米ドル)

進歩的シナリオ

WHO：The SDG Health Price Tag modelの概要

• WHOによる「The SDG Health Price Tag model」は、2030年までにSDGsの健康関連目標を達成する「野心的」シナリオと、目標の3分の2以上を達成
する「進歩的」シナリオの2つのシナリオをモデル化したものである。

• いずれのシナリオにおいても総コストの約75％は、医療従事者の増員、診療所・病院・研究所の新設・運営、医療機器の購入などの保健システム
への投資であり、残りの約25％は、特定の病気の予防や治療に使われる医薬品、ワクチン、注射器などの商品と、トレーニングなどへの投資である。

 「野心的」シナリオでは、SDGの健康目標を達成するため2030年までに
新たな投資が当初の年間1,340億米ドルから3,710億米ドル(1人あたり
58米ドル)に増加する必要があることが示唆されている。

 このシナリオでは、2,300万人以上の保健医療従事者を増やし、41万
5,000以上の保健施設を新たに建設し、そのうちの91%をプライマリーヘル
スケアセンターとすることが可能になる。

 この投資により、死産や5歳未満死亡乳幼児5,000万人以上と、非感染
性疾患による死亡者2,000万人を含む9,700万人の早死を防ぐことが可
能であり、平均寿命は3.1～8.4年延び、67カ国で5億3500万年の健康
寿命が延びると予想される。

 「進歩的」シナリオでは、SDGsのヘルスケア関連目標の3分の2以
上を達成するために、当初の年間 1,040 億米ドルから、2030 年
までに 2,740 億米ドル（1 人当たり 41 米ドル）の追加投資が
必要であることが示唆されている。

 この投資により、1400万人以上の新しい医療従事者を増やし、約
37万8000の新しい医療施設（うち93%はプライマリーヘルスケア
センター）を建設することが可能になり、結果として約7100万人
の早死を防ぐことにつながるとしている。

要追加投資額 要追加投資額
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2 点目として、エグゼキューション 33の可能性についての指摘があった。エグゼキューシ

ョンの観点から、主に創業者やボードメンバーなどの人材の質を評価しているとの発言があ

った。また、アフリカでは実行リスクが高く、事業が途中で頓挫してしまうリスクを回避す

るための一つの策として、展開予定の事業が国の政策の方針に沿っているかという観点の重

要性が指摘された。 

3.2.2 民間企業視点でのアフリカへの事業展開に役立つサポート 
 アフリカに進出している日本企業 3 社にヒアリングを行い、民間企業視点でのアフリカへ

の事業展開に役立つであろうサポートを以下の通りまとめた。 

 

 ヒアリング概要 
 支援スキーム・支援の形態 

 製品開発への資金援助だけでなく、製品開発後にも、製品化された商品の現地への

導入時にも伴走してもらえるようなサポートが更に充実すると有難い。現地のキー

パーソンとのネットワーク構築やマネタイズといった無形物の部分で更なる支援が

得られると、特にアフリカへの進出にあたっては、企業としては非常に有難い。

（2 社） 

 省庁や独立行政法人の支援事業が様々なビジネスの段階に向けたサポートをしてい

ただきありがたいが、事業間の橋渡しが充実化するとシームレスに活動ができる。 

例えば一度採択されれば、その後他の省庁も含めてある程度一緒に併走してくれる

ような支援スキームがあると有難い。そのためには省庁間の連携も必要である。 

 国際機関連携無償資金協力を通じて支援を得たことがあるが、同資金協力を用いた

国連との連携には非常に時間と労力がかかる。 

 公的資金を得るからには成果を出さないといけない一方で、官民連携事業は仕様の

枠外にチャレンジしにくい点に制度上の難しさがある。 

 

 現地や国際機関のニーズの把握のための支援 

 国際機関調達の情報の入手や交渉など、個社による手探りの努力だけではなく、そ

の国の医療課題を解決するために具体的にどのようなプロジェクトがあって、どの

ようなカテゴリーの製品が必要とされているのかといった相手国や国際機関のニー

ズを分析し、日本国内で共有できる施策があると良い。 

                                                        
33 ファンドによる投資活動は①ソーシングと、②エグゼキューションの 2つに分けられる。ソーシングは、投資する案

件の発掘のことを指し、エグゼキューションは、発掘した案件を実行することを指す。 
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 日本国内のみで議論を進めていくのではなく、アフリカの現地の人にはどのような

方法が響くかヒアリングをしながら現地の方々の意見も取り入れるような体制が必

要である。 

 相手国の熱量が実際どこまであるのか、相手国の本当のニーズは何なのか、見極め

が課題である。 

 

 長期的な支援戦略の必要性 

 アフリカ健康構想事業では、各イベント開催後、今後のアクションに繋がるような

設計が必要である。 

 日本としてアフリカ地域で何を行いたいか、アフリカの人々が何を求め望んでいる

のかを踏まえ、日本としての長期的な戦略を打ち出す必要がある。 

 関心の度合いは相手国によるところではあるが、関心の高い国に集中してサポート

していくなど、日本の戦略的方向性がわかると有難い。 

 

 ヒアリングまとめ 
 アフリカや新興国は今後主要な市場となることが見込まれながら、所得の低さや、これま

での国際社会の支援が中心であった背景から、製品やサービスも最低価格の展開が求められ

る。また、特定の疾病は市場規模も小さいため、SDGs 達成貢献を標榜しても株主等の理解を

得るのが容易ではない。これに対し、企業や業界団体から以下の声があった。 

 SDGs と新興国の課題解決型ビジネスの結び付け 

 SDGs や ESG に取り組む企業を国内で好事例として取り上げるだけでなく、国際会

議等でも発信する 

 1 つの技術だけでは対応できない複雑な課題に対して、産官学や業界団体及び市民

社会が結集して取り組めるような、プラットフォームや情報共有から共創に至る場

を形成する 

 同じ仕組みを他国に模倣されないように必要な範囲での知的財産権の確保の奨励を

する 

 製品開発以降の支援 

 製品開発に対する支援プログラムは日本及び国際機関で増えてきたが、その後の低

所得国における製品の流通や公平なアクセスには依然として課題があり、低所得国

への製品配分の拡大のための支援が必要である。そのためには、対象の低所得国に

おいて、製品のアクセスとデリバリーの向上のために調達分野やロジスティクス分

野との連携が必要である 

 相手国での臨床試験や実証を推進するため規制当局への働き掛けや意思決定者の人

材育成を行う 
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 単独国ではなくアフリカを地域とみて複数国での医薬品や医療機器の規制調和の働

き掛けを進める 

 

 日本企業の国際的ファンド活用事例 
3.1 で確認した民間資金の重要性を踏まえ、3.2 では民間企業のアフリカ進出のポイントや

実際にアフリカの保健分野で事業展開をする民間企業が求めるサポート等を整理した。3.3 で

はより具体的にアフリカ進出における官民連携のイメージを持てるよう、日本企業による国

際的ファンド活用の好事例を以下 3 件紹介する。 

3.3.1 グローバルファンド×住友化学株式会社 
世界の三大感染症の一つであるマラリアの感染例は年間 2 億以上（死亡者は年間 43 万人以

上）で、死亡者の 6 割は 5 歳未満の子どもである。また、地域的にはアフリカ諸国に集中し

ている 34。日本を代表する化学メーカーである住友化学株式会社（以下、「住友化学」とす

る）は、「オリセットネット」事業を通じてマラリア撲滅に対する取り組みを行ってきた。 

住友化学は、研究開発を積み重ねて防虫剤処理蚊帳「オリセットネット」を開発した。「オ

リセットネット」は後発の「オリセットプラス」と合わせて、マラリア対策に非常に有効な

切り札として認められ、近年、UNICEF などの国際機関を通じて、数多くの開発途上国で大

量に供給・活用されるようになってきた 35。さらに、同社では、ビジネスとして接点を持っ

た国際機関などとのパートナーシップを発展させ、社会貢献としてマラリア関連事業を次々

とプログラム化してきた 36。 

住友化学は 1992 年に「オリセットネット」を製品化したが、当初その蚊帳は一気に普及が

進んだわけではなかった。「オリセットネット」の爆発的な普及や関連事業の拡大が実現し

たのは、いくつかの背景があった。１つ目は、WHO による推薦を受けたことである。住友化

学は 2000 年に、WHO の殺虫剤の効果を評価するスキーム（WHO Pesticides Evaluation Scheme: 

WHOPES）に評価申請を提出し、2001 年に WHO から世界で初めて長期残効型蚊帳としての

効果が認められ、使用が推奨された。これによって、住友化学の「オリセットネット」のプ

レゼンスは一気に高まった。2 つ目は、グローバルファンドの設立（2002 年）によって途上

国に感染症対策資金が流入し始めたこと（マラリア関連の治療や予防に充てられる）である。

長期残効型蚊帳への需要の高まりの背景に、グローバルファンドの資金が関係したと分析さ

れる 37。例えば、2009 年から 2016 年 10 月の日本企業による調達は合計 4.39 億米ドルで、住

友化学の蚊帳は 3.64 億米ドルを占めていた 38。3 つ目は、国際機関とのネットワークや国際

                                                        
34 https://fgfj.jcie.or.jp/wp-content/uploads/2019/04/Global-Topics-Vol.3-Final.pdf?msclkid=8ff7f86ca5d411ecb41159583db92162 
35 https://www.sumitomo-

chem.co.jp/sustainability/social_contributions/olysetnet/initiative/?msclkid=1198f926a5d811ec8b5d4a7ffe980297 
36 http://www.jcie.org/japan/j/pdf/pub/publst/1436/fgfj-pandemic/sec2_5sumitomochemical.pdf 
37 同上。 
38 https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000215952.pdf 
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会議・世界的な枠組みへの参加である。住友化学は、「1970 年代に殺虫剤『スミチオン』が

WHO の認可を受けて以来、WHO との間で密なやり取りを行ってきた。その中で、徐々に

WHO のキーパーソンとパーソナルな関係が構築され、途上国においてマラリアの問題に対

処する必要があることやその方法として住友化学の持つノウハウが有効であることを掴んで

きた。」と説明している 39。事例として、2019 年度の WHO の調達実績を見ると、日本のサ

プライヤー14社が総額約429万米ドルの調達に成功し、住友化学は調達の上位3社の一つで、

約 193 万米ドルの殺虫剤の調達に関わっている 40。住友化学はまた、WHO のみならず、国連

やグローバルファンド、ロールバックマラリア、ビル&メリンダ・ゲイツ財団などともネット

ワークを持っており、国際機関とのコミュニケーションを重視すると同時に、国際的な会議

や世界的な枠組みにも積極的に参加していた。これらの努力によって、住友化学はネットワ

ークを徐々に広げて事業拡大を実現できたとされる 41。 

上記の背景の下で、「オリセットネット」は加速度的に普及が進んだ。長期残効型蚊帳へ

の需要の高まりに応えるために、住友化学は生産能力の増強・大量供給体制の構築に力を入

れるようになった。また、蚊帳の製造技術のアフリカ現地企業への移転にも積極的に協力し

た。WHO 主導の下、官民 7 社のパートナーシップによる「オリセット・コンソーシアム」が

作られ、「オリセットネット」の技術移転を支援することになった。タンザニア有数の蚊帳

製造会社 A to Z 社（A to Z Textile Mills）はパートナーとなる企業として選ばれ、「オリセッ

ト・コンソーシアム」は、各自が独自の強みを生かしたパートナーシップを構築し、タンザ

ニアでの大量生産の実現につながった。コンソーシアムの一員であるアキュメン・ファンド

（米国ロックフェラー財団などの資金で設立された公益目的のベンチャー基金）は、A to Z 社

に資金を提供し、初年度は生産設備投資に 32.5 万米ドルを融資、2005 年には 2 回目の資金提

供として、設備拡大のみならず流通網の開発のため 67.5 万米ドル（融資 40 万米ドル、助成

27.5 万米ドル）を提供した 42。 

上記のように、住友化学は WHO とのコミュニケーションを密にとってきたこと、グロー

バルファンドなどからの支援を活用してきたこと、様々な国際機関とのネットワークを構築

してきたことなどが、同社の事業拡大・プレゼンスの向上につながったと考えられる。 

3.3.2 UNDP×味の素ファンデーション／NEC Corporation／シスメックス株式会社 
令和元年度事業にて味の素ファンデーションとシスメックスが共同で母子の栄養課題や貧

血と、その要因でもあるマラリアを含む様々な疾病の早期発見・早期治療に対する統合ソリ

ューションを提案した。令和二年度事業では NEC による保健のデジタル化も加わり、健康デ

ータの分析と利用の改善を目指すことが提案された。提案を基に 2 つの事業案が構成され、

                                                        
39 https://hgpi.org/wp-content/uploads/1226_GH_Report_Corporate.pdf 
40 https://www.mhlw.go.jp/content/000778753.pdf 
41 同上。 
42 （前掲）http://www.jcie.org/japan/j/pdf/pub/publst/1436/fgfj-pandemic/sec2_5sumitomochemical.pdf 
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国際機関連携無償資金協力が WFP43と UNDP44それぞれと締結された。WFP と UNDP のいず

れも約 5 億円（450 万米ドル）のプロジェクト予算であると発表されている 45。 

ガーナでは、栄養不足や過体重、肥満といった栄養不良の課題がある。また医療サービス

へのアクセス面でも都市部と地方部での大きな格差があり、課題となっている。これらの解

決には、栄養課題が疾病に至る前の診断と治療につなげることができる効率的な保健サービ

スの提供と医療の質向上が必要となり、そこには保健のデジタル化も重要な要素になる。味

の素ファンデーションが栄養課題に取り組み、それと医療課題の橋渡しになる高度な診断技

術をシスメックスが提供し、さらにその診断データを国内のシステムに更新して活用するこ

とを NEC が担う。これらが相互に関わりながら、住民の行動変容や医療および ICT の人材育

成も行う。ここでは、WFP との連携を例に 3 社の製品・サービスやガーナの活動の特徴を記

載する。WFP との連携は、以下に記載の味の素株式会社及び味の素ファンデーションに端を

発する。JICA 民間連携事業（2010～2012 年）を切っ掛けに USAID や WFP との接点ができ、

国際社会の巻き込みが実現した。ヒアリングによると、WFP 認証のカテゴリーにない製品の

認証には、ガーナ大学との共同開発によるエビデンスや GHS の推薦と、組織的な働き掛け

（東京の本社、国際機関の本部、対象国のガーナ）が必要だったとのことである。WFP の認

証まで 10 年を要したが、その翌年の 2019 年には国際機関連携無償を締結、2021 年に上述の

3 社連携の国際機関連家無償に至った。国際機関連携無償の実現には、外務省本省と国際機

関の本部及び相手国との密なコミュニケーション、更に外務省からの条件付け（日本人職員

や日本企業の関与）が鍵であったとされる。またプロジェクトはガーナ政府からの要請に基

づくため、ガーナ政府（実施主体である GHS 及び要請者の保健省）に対する理解や信頼及び

強い推薦が不可欠であった。 

 

                                                        
43 https://ja.wfp.org/news-28 
44 https://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/presscenter/pressreleases/2021/ghana_japan_partnerhships_digital_project.html 
45 https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press6_000952.html 
https://ja.wfp.org/news-28 
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図表 3-22 WFP 連携無償の関係者図 

 
 

(i) 味の素ファンデーション 

 栄養補助食品 “KOKO Plus” 

 ガーナ大学と開発され、以下のエビデンスが認められている。 

 2009 年より 900 名を対象に 1 年間の試験が実施され、栄養改善および低身長

予防に最も効果的と認定 

 事業の背景 

 2010 年開始の JICA 民間連携事業において USAID との接点ができ、2012 年開

始の USAID 民間支援事業にて現地生産体制が構築された 

 2014 年から WFP との連携プロジェクトが行われた実績を基に WFP が

“Nutritious Powder”として Food Basket に登録（世界初：2018 年 2 月） 

 2019 年には WFP との国際連携無償資金協力を開始 

 原料や生産販売において、ローカルにこだわっており、地元の経済活動の促進にも

役立っている。 

 原料に地元で生産される大豆パウダーを使用 

 現地企業である Yedent Agro Foods Processing が生産 

 販売には都市部ではガーナ企業 EXP Social Marketing Foundation（ESM）、農村

部で Ghana Health Service と連携して村のセールスレディが販売 

日本政府
（外務省）

ガーナ政府
保健省＋FDA

NEC 
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アフリカ健康構想の実証

Component 2Component 1
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（ガーナ法人）
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コンポーネント１：プロジェクト管理
コンポーネント２：プロジェクト協力

KOKO Plus Foundation (KPF)
コンポーネント１：プロジェクト協力
コンポーネント2, 3：コンソーシアム代表

NGO
プロジェクト協力

小売店
e-voucher

Field Level Agreement

在ガーナ
日本大使館

ガーナ政府
Ghana Health Service 

コンポーネント1, 2, 3：プロジェクト協力

要請

MOC

承認
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 継続的な健康ケア意識向上のために、看護師や保健師に栄養教育の指導法を教

え、保健所で母親に離乳食期栄養の重要性や与え方を指導 

 低収入の家庭でも購入を可能な価格（1 袋 0.1 米ドル）と継続的な使用により栄養

改善を目指す。 

 

(ii) シスメックス 

 多項目自動血球分析装置 “XN-31” 

 医療機関に質の高い検査機器を提供し、医療機関の人材育成を行う。 

 検査の自動化による早期発見と効率化に貢献（通常 60 分程度かかる顕微鏡で

の検査に比べ 1 分間で測定可能） 

 ヘモグロビン・赤血球数・白血球数・血小板数などの多項目の診断より貧血や

糖尿病などのスクリーニングも可能 

 導入する検査室の精度管理などの指導により検査の品質向上と人材育成が可能 

 ガーナでの展開（現地法人 Sysmex West & Central Africa） 

 2016 年に直接販売へ移行し、顧客ニーズの把握や販売・サービス体制の強化 

 医療人材育成施設 Sysmex Academy をガーナにも展開 

 JICA 民間連携事業（尿検査自動化技術普及促進）を通じた保健省や国内各病

院への品質に対する信頼の獲得 

(iii) NEC 

 アプリケーション 

 インドでの糖尿病診断サポートが前身となっている。 

 4,200 人に対して糖尿病診断の実証事業 

 看護師の健康診断結果の入力により、以下の栄養状態のスクリーニング支援および

栄養に関する情報提供などが可能となる。 

 再受診や栄養補助食品の接種の必要性などといった診断のサポート 

 次回保健施設訪問時のアラートを送信 

 健康・栄養に関する情報を送信 

 母子手帳（JICA が実施中）との連携 

 リアルタイムな現状を保健医療従事者に提供 

 SMS を用いて母子に継続的なフォローアップを実施 
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図表 3-23 WFP 事業における 3 社の連携 

 
 

3.3.3 GHIT Fund × FIND × 富士フイルム 
 ゲイツ財団からの要請を受けて、富士フイルムとスイスの非営利組織である Foundation for 

Innovative New Diagnostics（FIND）46は、写真フイルムの開発で培った富士フイルム独自の銀

増幅技術を用いて、患者の尿中のリポアラビノマンナン（LAM）を検出することによる高感

度・高特異度の結核迅速診断キットである「SILVAMP™ TB LAM」を開発した。一般的な結

核診断では患者の喀痰を検体として採取し検査することが主であるが、重症化した HIV 患者

からの喀痰採取が困難で適切な診断ができないケースが多い。しかし、当該診断キットは患

者の尿が検体で採取が可能となるほか、従来の結核診断法と比較しても安価で、高い診断力

を有している。また、大型検査装置や電源を必要としないため、インフラが不十分な国にお

いても有用な診断キットとなることが期待されている 47。 

以下表は、当該開発プロジェクトのこれまでの経緯を示している 48。 

 

図表 3-24 プロジェクトの経緯 

2014 年 
ゲイツ財団から開発要請 

GHIT Fund からパートナーとして FIND の紹介を受ける 

2015 年 FIND と共同研究契約締結 

2016 年 4 月 
GHIT 第 1 期グラント（2 億 2000 万円）開始 

（期間 2 年、量産スペック決定まで） 

2018 年 5 月 南アフリカで後ろ向き試験実施 
                                                        
46 2003 年に設立され、開発途上国における結核や、マラリア、エイズなどの感染症の診断ニーズにこたえる新技術の開

発と普及のため、血液検体や診断試薬、情報の提供を通じて共同開発パートナーへの支援を行っている。FIND は世

界 100 か所を超える研究施設や保健機関、民間企業と協力関係にある。 
47 https://www.ghitfund.org/investment/portfoliodetail/detail/126/jp 
48 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokusai_kansen/kansen_kaigi/dai6/siryou6.pdf 

 子どもの栄養不良だけでなく、
貧血や糖尿病もスクリーニン
グ支援を行ない、家族全員
の健康増進を図る

 リアルタイムで活動状況がト
ラッキング可能となり、状況
に応じた効率的なコミュニ
ティリソース運用が可能

 母子への継続的なフォロー
アップが可能

 地元企業の活用による経済
効果

 人材育成により、現地の看
護師が実施できるようになる

 患者に応じたデジタルガイダ
ンスで健康診断を目指す

SMSで健康・栄養
関連の情報を受信 味の素ファンデーション：KOKO Plus

• ガーナ大学と科学的に効果の認められた栄養補助食品「KOKO Plus」
• 栄養不良や貧血の疑いがある患者にはKOO Plusを薦める
• 現地産の大豆パウダーを現地で製造（一袋 USD 0.1）

NEC：アプリケーション
• 看護師が健康診断結果をアプリケーションに入力する
• 栄養不良、貧血、糖尿病の詳細な追加検査の受診や栄養サプリメ
ント接種の必要性などの診断のサポート
 次回受診時のアラート送信や、健康・栄養関連の情報の送信
 母子手帳との連携が可能
 保健医療従事者へのリアルタイムでの状況共有

シスメックス：血液検査機器
• 病院への質の高い検査機器の提供
• 医療機関の人材育成
• 病院の検査能力の構築・強化

リアルタイムな状況
を使用し、データベースの
施策を実施

高制度な検査を実施

クラウドにデータを
アップロード

KOKO Plusによる
栄養改善

効果・ポイント

母子手帳との連携
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2018 年 9 月 
GHIT 第 2 期グラント開始（4 億 2000 万円） 

（期間 2 年、WHO 推奨取得まで） 

以降 

GHIT 第 2 期グラントでは、以下 3 つを目指し、本格的な

上市前活動を実施している。 

① 量産体制に移行すること 

② CE マークの IVD 製品として登録すること 

③ WHO の政策策定に必要な根拠を示す分析的、臨床

的な調査を実行すること 

 

下図は、GHIT Fund、FIND、富士フイルムの 3 者の連携イメージである。GHIT Fund から

の資金提供を受けて、富士フイルムが製品開発、薬事承認、製造を担う一方、FIND は新規パ

ートナーの開拓、独立した製品評価、低中所得国の研究拠点とした臨床研究などを担う。こ

れら FIND が担う役割は企業単独での実施は難しく、世界 100 か所を超える研究・保健機関

や民間企業と協力関係にある FIND と開発パートナーシップ関係を結んだことの非常に大き

なメリットであると言える。 

WHO 関係者からのヒアリングによれば、現在、FIND による WHO に対する働きかけが大

きくなっているという。具体的には、FIND がある企業との連携を決定する際、①その企業が

有する技術・製品の開発コンセプトや仕様が WHO の PQ（事前認証）を目指せるものか否か、

②PQ 取得によって国際調達を増やしていけるか否か、という点が FIND の大きな関心である

とのことであった。FIND との連携は、感染症の診断ニーズに応える技術・製品を有するどの

企業にも門戸が開かれているが、連携を図る際には上記した点に訴求できることが望ましい。 

 

図表 3-25 GHIT Fund・FIND・富士フイルムの連携 

 

GHIT Fund

富士フイルム FIND

 製品の開発
 製品の薬事承認
 製造、量産化

 プロジェクト全体のマネジメント
 新規パートナーの開拓
 試薬及び検体の提供
 WHOに指定された結核及び肺疾患協力セン
ターでの独立した評価

 低・中所得国の研究拠点との間で確立された
臨床試験プラットフォームを用いた臨床研究

共同研究契約

資金提供

共同研究での役割 共同研究での役割
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 今後の展望 

 本業務のまとめ 
 本業務においては、新型コロナウイルス感染症の流行により、全てのイベントをオンライ

ンで開催することとなったことから、アドバイザーをはじめ、在外日本国大使館、JICA 現地

事務所など多様な関係者より助言を受けつつ、より効果的なイベントとなるよう検討、工夫

を行った。 

集客の面では、特に相手国側主要機関に対する広報に、AHB、在外日本国大使館、JICA 現

地事務所など関係者の支援を得ることにより、全てのイベントにおいて多くの方々に参加頂

くことができた。また、企業による発表の面では、特に製品のデモについて、相手国で実際

に製品を使用している関係者による中継での発表、実際に製品を使用する様子を投影するな

どの工夫により、参加者より多くの関心を得ることができた。さらに、参加者によるフィー

ドバックの面では、参加者に対し事後アンケートではなく、イベント中にポップアップ形式

で表示し、その場で回答頂く時間を設ける工夫を行ったことにより、参加者の反応、コメン

トなどをより多く収集することが可能となった。 

4.1.1 アドバイザリーボードの効果や意義 

 イベントのコンセプトへの助言 
本業務において開催したイベント・セミナーは、対象が計 7 か国（ガーナ、ケニア、ウガ

ンダ、ザンビア、タンザニア、セネガル、チュニジア）にわたり、地域性・国の事情がそれぞ

れ異なる中、各アドバイザーが強みを有する地域・国に関する有益な助言を得られた。特に

デモイベントを実施したガーナでは、民間医療市場が大きいケニアとは事情が異なり、公的

機関による保健システムのガバナンスが特徴であることを鑑みて、保健省及び GHS からのキ

ーノートスピーチが提案された。さらに、保健省は政策面、GHS は実施面を所掌することか

ら、それぞれの観点から発言頂く方が良いといったアドバイザーからの助言は有益であった。 

イベント・セミナーのコンセプトを検討する上では、日本の製品・サービスを単に紹介す

るというより、相手国の欲していることや実現したいことに耳を傾けるべきである（「プッ

シュ型」に対し「プル型」とすべき）との助言もあり、現地日本国大使館、JICA などへのヒ

アリングを通じ、現地政府の意向について聞き取りを行いイベント設計の参考とした。 

 イベントの実施方法及びフォローアップに関する助言 
企業にとってのビジネス戦略に関し、ニーズを地方部と都市部で分けて考えることが重要

との助言から、イベント・セミナーでは企業による発表または意見交換をテーマで分けるな

どの工夫を行った。その結果、各テーマに対応する企業の製品・サービスを、各々の特長が

理解しやすい形式で参加者に紹介することができ、製品・サービスの理解促進に繋がった。 

また、日本側ではアフリカビジネス協議会などが主体となりフォローアップを行うことで、

相手国の企業団体などとの連携を促進していく旨助言を受け、イベントの際にはアフリカビ
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ジネス協議会のコンタクトを代表窓口として参加者に明示する対応を行った。。 

 

 上記（1）及び（2）のとおり、本業務においてアドバイザーよりイベント・セミナーにか

かる助言を頂いたことは、総じて有意義であったと考える。 

4.1.2 デモイベントやセミナーを通じた教訓 
 本業務では、計 6 回のイベント・セミナーを開催した。イベントに関し、アドバイザー、

現地日本国大使館、JICA などの関係者による指摘、発表企業によるコメントなどから、当法

人が事業者として得た気づきを、教訓として以下の通り述べる。 

 企業発表に対する参加者の理解をより深める 
 各イベントで紹介を行う製品やサービス分野が、予防、診断、治療の多岐にわたり、各

企業の市場規模やシェアを把握するのが難しく、短時間のイベントの中で参加者の理解

に繋げることが困難であった。 

 考えられる対応策 

 共有のフォーマットに従い、企業発表を行う。 

 発表企業または製品プロファイルを準備する。 

 同様の製品サービスについても一定数調べておき、イベントの際に競合品の有無

などを確認する。 

 各企業の製品・サービスが、相手国においてどの医療課題に対応するものかについて、

参加者に明確に理解して頂くことが困難であった。 

 考えられる対応策 

 各企業の発表が、相手国の医療課題全体のうちどの部分に焦点を当てたものであ

るかを明示する。 

 説明がやや冗長と思われる発表もあり、各企業の製品・サービスを参加者に明確に理解

してもらうことが困難であった。 

 考えられる対応策 

 全体の企業発表時間を短縮し、ポイントをより際立たせる発表内容とする。 

 共通のフォーマットを設けるなど、企業による発表の内容を標準化する。 

 

 現地ニーズと日本企業による発表製品・サービスとのミスマッチを防ぐ 
 政府関係者に対し第一歩目の理解には至ったが、実際の活用や展開に向けた具体的な議

論には至らず、手応えを感じることが難しい企業もあった（特に大型製品を有する企

業）。 

 現地ニーズと企業による発表製品・サービスとのミスマッチを防ぐ必要がある。 

 考えられる対応策 
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 相手国に関心を持つ企業、その分野、製品・サービスなどのリストまたはカタ

ログを現地関係者に事前に提示し、現地側のニーズを踏まえてイベント登壇企

業や製品・サービスを選定する。 

 製品・サービスの良さの訴求のみならず、製品・サービスの活用により相手国

の社会課題解決に至る道筋（製品・サービスの活用方法など）について、相手

国と事前に議論する場を設ける。 

 日本の製品・サービスをそのまま相手国に展開するのではなく、相手国のニー

ズを把握した上でサービス開発・展開が行えるよう、イベントなどを通じた情

報提供を行う。 

 オンラインイベントの際には、現地関係者と日本企業の対話の場を設ける 
 現地関係者と発表企業との対話の場を設けることで、より具体的な協議に繋げる。 

 考えられる対応策 

 オンラインイベントの場合、発表企業ごとに少人数セッション（ブレイクアウト

セッション）などの場を設定する。 

 イベントの際、参加者からの反応を促す 
 特にケニアに対するオンラインデモイベント、ビジネスセミナーでは、参加者がチャッ

ト欄に多くのコメントを書き込むなど、積極的な反応が見られた。他方、ガーナに対す

るオンラインデモイベントでは、参加者からの反応が見えにくい状況であった。 

 AHB がファシリテーションを行ったケニアに対するオンラインデモイベント及びウガ

ンダ・タンザニア・ザンビアに対する英語圏向けセミナーにおいては、AHB と接点の

ある参加者に、ファシリテーターが適宜コメントを求めるなど、現地側からのコメント

を引き出す工夫がなされた。 

 考えられる対応策 

 事前に確実に参加頂ける方を確保し、ファシリテーターより適宜マイクを向ける

ことで、他の参加者からの発言を促す。 

 事前の準備セッションにて、ファシリテーターから投げ掛ける質問と期待する回

答のイメージを伝える。 

 チャット欄や司会アナウンスにより、コメントしやすい環境を整える。 

 イベント後のフォローアップを確実に行う 
 次回以降により有益なイベントを企画するため、各イベントで得られた成果を明確に把

握する必要がある。 

 考えられる対応策 

 イベントの成果を計測できるよう、事前に期待される成果を明確化する（対象と

する組織や個人、参加者数、フィードバックにおける成果確認、イベント後の反

応など） 
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 イベント後の、参加者と登壇企業とのコンタクトを促進するため、企業の連絡先を明示

する。 

 考えられる対応策 

 イベントの際、参加者に対し各登壇企業の連絡先を明示する。 

 在外公館の協力を通じて JBCA が窓口となりながら定期的なフォローアップを相

手国主要関係者に対して開催し、年に 1 回だけのイベントと思わせない工夫をす

る。 

 今後の活動に向けて 

4.2.1 企業からの意見 
 ここまでの 3 年間のアフリカ健康構想の活動に積極的に参加いただいた企業や、本年度の

全てのセミナーやデモイベントに協力いただいた企業へのヒアリングから得られた教訓を、

以下の 3 点にまとめた。 

 ハイレベルへの訴求の意義と課題 
 企業にとっては、今後の展開を検討する国において、政府高官やキーオピニオンリーダー

（KOL）にアクセスして製品やサービスについて訴求できる場が、アフリカ健康構想の傘の

下で提供されることは極めて意義が大きい。今年度はガーナデモイベントにて GHS 長官より

「ガーナをアフリカのヘルスケア発展の手本にしたい」という発言もあり、継続による相手

国のコミットメントも見て取れた。しかし、3 年連続参加する企業や該当国で事業展開をし

ている企業にとっては、その進捗報告が不十分である点や、相手国に特化した説明ではなく

一般的な説明に留まりがちであった点など、改善点についても言及がなされた。 

 利用者との対話の積み重ね 
ヒアリングした企業からは、事業の実装に向けた具体的な方法について議論していきたい

との希望が聞かれた。その具体的な方法としては、本年度のイベントにて積極的に質問や働

き掛けを行った参加者に対して個別ヒアリングを行い、翌年度以降のイベントにおいては、

「どのように製品・サービスを相手機関に導入していくか」についての具体的な検討を行う

ことが一案である。 

例えばアジア健康構想では、フィリピンの ICT 遠隔医療の活用に対して令和 2 年度にユー

スケースを作成し、令和 3 年度はその実現のための企業の製品・サービスの訴求をフィリピ

ン大学病院を中心にクローズド（一般公開しない形）で行った。また、その際にはフィリピ

ン政府が掲げる施策を尊重し、その実現に向けた日本発の解決策の提案やその展開可能性に

ついて、該当する診療科と具体的な議論を行った。 

今後のアフリカ健康構想の推進においても、アジア健康構想と同様に、対象者を限定して

対話を積み重ねることで、より具体的な展開ができる可能性が考えられる。 
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 社会実装に向けた相手国の関心の引き出し 
製品やサービスの相手国特定機関への初期導入のみならず、その後の社会実装（広く普及

させること）に向けては、製品・サービスの活用により、導入する実施機関（医療現場）に

対し明確な価値提供ができるかが重要である。 

このため、面的な展開を行う際には製品・サービスの導入手法を、いかに国内での標準ツ

ールとして浸透させるかが重要である。そのためには導入後の成果を可視化および評価し、

今後の製品や効果発現方法を見直すなどの改善方法について、あらかじめ相手国と同意に至

れると好ましい。加えて、広域展開には規制機関や政府機関の理解と協力が不可欠であるた

め、これまでのアフリカ健康構想の下でのハイレベル向けのイベントを継続していくことも

重要と考えられる。 

 グローバルヘルス戦略との両立 
新型コロナウイルス感染症の流行を経て、英米独仏などの主要国で「グローバルヘルス」

に関する戦略の発表が続いており、日本においても新たな戦略が 2022 年 6 月までに策定され

る予定である。企業の面談においては、アフリカ健康構想の実現において、グローバルヘル

ス戦略との両立が重要であること、また、それぞれの戦略において企業の役割を明確化する

ことが必要であるとの意見があった。 

4.2.2 今後の活動にむけて 
上記の企業からの意見も踏まえ、今後の活動案を以下に記載する。 

 政策と現場の両面からのアプローチ 
本事業の初年度と 2 年目は相手国の政策決定者を中心に日本企業の製品・サービスを訴求

してきた。3 年目となる本年度は病院関係者や国際機関を加えて招待し、対話のチャネルを

増やすことを試みた。それらの参加者に向けて日本企業が中心となってプレゼンテーション

を行ってきたものの、参加企業の中には「相手国の参加者の考えを十分に感じるには至らな

かった」との意見も聞かれた。このため、今後はこれまでのハイレベルな会議に加えて、よ

り医療現場に寄り添った具体的なディスカッションの場を新たに追加し、現場と政策が一体

感を持った推進に近付けることも考えられる。 

 TICAD8 の活用 
本事業の 4 年目を迎える 2022 年には、TICAD8 がチュニジアで開催される。この機会を活

用し、アフリカ健康構想をさらに推進する工夫が重要と考えられる。企業からは TICAD8 に

おいて、これまでのアフリカ健康構想の総括と新たなコミットメントを行うことへの期待の

声があった。TICAD7 開催時に比べ、新型コロナウイルス感染症の影響からより一層ヘルス

ケアの重要性が高まっており、特に安全保障の観点や、栄養や農業・水やインフラなどの他

セクターとの関係性にも注目が集まっている。この背景から、これまで以上にセクター間や

産学官連携への期待感も大きい。官民一体となりアフリカ健康構想を促進していくためには、
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強力なメッセージを政府から発信し、アフリカ各国に理解を求めることが重要である。具体

的には、産官学が協力しながら事業形成に取り組んだ事例の紹介や、官民ファンドおよび民

間ファンドも巻き込んだ形での、アフリカ健康構想の下でのサイドイベントの開催などを期

待する意見が企業から聞かれた。それに関連し、MoC 締結国について、相手国側の主体的な

取り組みの PR を含め、相手国パートナーからアフリカ健康構想の意義や実際の活動がいか

に課題解決に貢献したかを話してもらうと、民間の関係者のやる気、コミットメントも高ま

るのではないか、という意見があった。 

 フォローアップ体制の強化 
本事業ではイベント後のフォローアップを意識して、イベント時に JBCA の窓口としての

機能を周知するなど、継続的な相手国との連携の推進をはかった。今後、JBCA が第 2 章で言

及した「重要な現地機関」との関係性を継続することが出来れば、各現地機関からの情報を

JBCA が窓口となり日本企業へ情報共有することが可能となる。今後のアフリカ健康構想に

おいても、相手国在外公館や日本政府機関の在外事務所とも連携し、このような関係性を構

築し、情報を発信できる体制づくりを後押ししていくことが重要である。 
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